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1. インターネットの普及、SNS の登場 

総務省（2014）の通信利用動向調査によると、日本のインターネットの利用

者数は 9,652 万人（前年比＋0.4％）、人口普及率は 79.1％（前年比＋0.4％）に

上り、インターネットは生活者に利便性、そして企業・事業者には活動基盤を

提供し、今やなくてはならない存在になりつつある。年代別の利用率状況をみ

ると 10 代後半から 40 代後半まで 9 割の利用を超えている。50 代でも 8 割、

60 代でも 6 割とやや使用率が低下するが、今後も利用率は上昇傾向が続くこと

が予想される。これらの背景には、①ICT（Information and Communication 

Technology：訳、情報通信技術）の通信技術の進展・利用環境の整備。②スマー

トフォン、タブレット、そしてインターネットテレビなどの多様なデバイスの

普及・機能性の向上。③WEB の技術的進展といった要因を列挙することがで

きる。 

① ICT の通信技術の進展・利用環境の整備とは、パソコンとモバイルの双方

向からの進展を指している。まず、パソコンからインターネットへのアクセ

スはナローバンドからブロードバンド化（DSL から FTTH）による回線の高

速化が も寄与している。通信速度は 10Mbps、100Mbps、GMbps、10GMbps、

100GMbps へと進展し、ファイル、画像、そして音声といった大きなデータ

でも短時間で送受信することが容易となった。このような技術的進展に加え

て、ユーザーの利用料金の低価格化も実現され、2004 年時点では 2,000 円台

まで下げられたことで、普及が急速に広まったということができる。これら

によりユーザーはダイヤルアップ接続による時間と料金を気にすることな

く、インターネットに常時接続できる環境を得たのである。次に、モバイル

からインターネットへのアクセスは、1999 年 NTT ドコモによる i モードが

始まりとされ、その後現 au による EZweb、現ソフトバンクによる J-スカイ

が追随する。これら通信キャリアによる新たなサービスの提供、販売奨励金

制度による端末の普及、そして利用料金の定額化も加わったことで、モバイ

ルの普及が急速に広まったということができる。通信環境の高速化として 2G

から 3G へ、さらには 2011 年に 4G/LTE（Long Term Evolution）が登場し、
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通信速度も 40-100Mbps と進展したことで、音楽や映画のストリーミング、

GPS（Global Positioning System）による位置情報サービス、ゲームやショッ

ピングなどがいつでも利用できる環境が整いつつある 1)。その結果、日本の

B to C の Ecommerce（電子商取引）の市場規模は年々増加基調にあり、2011

年 8 兆 4,590 億円であったものが、2012 年には 9 兆 5,130 億円、前年比プ

ラス 112％となっている（経済産業省，2013, 7 頁）。 

② 多様なデバイスの普及・機能性の向上とは、移動式端末による利用環境の

多様化と、デバイスの機能化を指している。まず、Gartner（2014a）のスマー

トフォン、およびタブレットの世界販売台数調査がある。スマートフォンの

世界販売台数は 2012 年 6 億 8,000 万台であったが、2013 年には 9 億 6,800

万台（昨年対比+42.3％）となった。また、タブレットの世界販売台数は 2012

年 1 億 1,600 万台であったが、2013 年には 1 億 9500 万台（昨年対比+68％）

となった 2)。また、日本のデバイス別の保有調査によると、Android 搭載の

スマートフォン 35％、インターネットに接続できる TV 30％、iphone 27％、

インターネットに接続できるゲーム機 24％、ipad 17％、Android 搭載のタ

ブレット 15％、となっている（アイレップ，2014）。また、多様なデバイス

（スマートデバイス：スマートフォン、タブレット、そしてウェアラブルな

どを含む）が普及することは、ユーザーに自宅以外の多様な利用機会を与え

ることを意味している 3)。自宅外のインターネット利用動向調査から見ても

分かる通り、スマートフォンからの利用が全体の 43.4％、携帯電話 17.5％、

タブレット 2.4％となり、全体の 63.3％を移動式端末からの利用が占めてい

る（総務省，2014）。今日のユーザーはリアルとバーチャルや自宅とそれ以

外の境目である障害を意識することなく、シームレスでインターネットを利

用している。 

  次に、多様な利用を支えているものが、スマートフォンの機能性である。

スマートフォンの歴史を俯瞰すると、欧米と日本それぞれで OS が開発され、

独自に発展してきたといえる。1999 年カナダでは Black Berry OS、2000

年イギリスでは Symbian OS が誕生したことが端を発している。その後、

2003 年にはマイクロソフト社による windows mobile、2007 年には apple
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社による iOS、2008 年には Google 社による Android が次々に登場する。現

在は iOS を搭載した iphone を apple 社が発売し、Android を搭載した端末

を HTC（台湾：HTC Corporation）、Xperia（日本：ソニーモバイルコミュ

ニケーションズ株式会社）、GALAXY（韓国：サムソン電子）などが発売し

ている。2013 年度の世界販売台数は 9.6 億台となり、OS 別の販売内訳をみ

ると Android 78.4%、iOS 15.6%、Microsoft 3.2%、BlackBerry 1.9%、他

0.9％の順となっている（Gartner, 2014b）。また、日本では国内販売台数の

3,218 万台のうち Android 53.7%、iOS 27.9%、Symbian 9.2%、Linux 9.1%、

他 0.2%の順となっている。世界並びに日本において、Android OS を搭載の

端末が市場の過半数を占めている。 

  一方、日本では 1997 年東芝の GENIO、京セラの Data Scope、パナソニッ

クのピノキオが日本のスマートフォンの起源となる携帯電話を発売。その後、

通信キャリアや端末供給キャリアごとにサービスや仕様が次々と付加され

ていき、独自の機能性が拡張された。例えば、機能面でみるとカメラ、おサ

イフケータイ、ワンセグ、赤外線通信、FeliCa など。また、サービス面は着

メロ・着うたなどを挙げることができる。これらの機能を有する携帯電話を、

フィーチャーフォン（Feature phone：訳、多機能携帯情報機器）と称し、

日本独自の機能性やサービスが発展してきた。このような国内限定のクロー

ズドなフィーチャーフォンを、海外のオープン化されたものと比較して、ガ

ラパゴス携帯と呼ばれている。矢野経済研究所（2013a）の国内ハンドセッ

ト出荷台数実績・予測調査によると、2010 年度のフィーチャーフォンの出荷

台数が 28,155 千台（全体の 77％）、スマートフォンが 8,508 千台（23％）

に対して、2012 年度は前者が 6,380 千台（16％）、後者が 33,090（84％）千

台となり、スマートフォンがフィーチャーフォンにとって代わり、市場に普

及するとしている。 

  スマートフォンの機能性をフィーチャーフォンと比較・整理すると、以下

の 3 点に収斂できる。A OS（Operating System）の種類、B 多様なカスタ

マイズ、C ブラウザ・メールサービスの違い。A フィーチャーフォンには、

デバイスに特化した特定の OS があり、通信キャリアや端末供給会社固有の
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ものである。一方、スマートフォンの OS はインターネットのプロトコルを

利用し、他の機器にも適用できるため、オープンソース型といえる 4)。Google

社が提供するブラウザーの Chrome や OS の Android がこれを採用している。

開発者が自由にソースを入手し、自由に開発することができるものである。

B フィーチャーフォンはアプリケーションが工場を出荷時にプリインストー

ルされていて、購入後にそれを追加することができなかった。一方、スマー

トフォンは OS や基本アプリケーションはプリインストールされているが、

購入後ユーザーが自分のライフスタイルに合わせてアプリケーションを検

索し、自由にダウンロードやアンインストールすることができる。このため

スマートフォンは、ユーザーに多様なカスタマイズを与え、豊かな利用体験

を提供している。C フィーチャーフォンのブラウザーは、インターネットの

ページをそのまま閲覧することはできないため、簡易ページのみを閲覧する

ものである。また、メール機能はプッシュ方式を採用し、直接端末に着信す

るものである。一方、スマートフォンのブラウザーは、パソコンと同じ機能

性を有しているため、インターネットのページをそのまま閲覧することがで

きる。また、メール機能は端末に着信されず、サーバーにアクセスしないと

受信することができない。これらのように携帯できるサイズまで小型された

電話機器が、 大限機能性を拡張したものがフィーチャーフォンである。一

方、それと同等のサイズまで小型化できたパソコン機能を有する機器を、電

話機能がプリインストールされているものがスマートフォンであるとまと

めることができる。これらは個人の端末（PDA：Personal Digital Assistant）

としての役割を果たしているものである。 

③ WEB における技術的進展は、特定のユーザーのためのインターネットが

一般化され、誰でも楽しめるようになったことを指している。まず、インター

ネットのサイトの構造が、HTML（HyperText Markup Language）から XML

（ EXtensible Markup Language）、Ajax(Asynchronous JavaScript)＋

HTML といったプログラミング言語の質的変化を挙げることができる。ここ

に分水嶺となるトレンドが 2 つある。一つ目は、Amazon や Google といっ

た企業が新しいプログラミングを採用し、インターフェースを開発したこと。
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これにより多くのエンジニアが当該規格へ加わったことを表している（小

川・後藤, 2006a）。二つ目は、専門的なプログラミング言語や知識がなくて

も、Weblog（Web + blog）などのインターネットのサービスを利用したり、

参加したりすることが可能となり、簡単に個人のサイトやページを開設でき

るようになった。この結果、より多くのユーザーが参加でき、相互利便性が

高まった。技術の質的変化によって、エンジニアとユーザーの両者を巻き込

むがことができ、インターネットへの関わりが増加したということができる。 

  これらの環境が形成されると、2003 年にアメリカで SNS（Social 

Networking Service：訳、ソーシャル・ネットワーキング・サービス）とい

う新しいサービスが登場する。それは Moore（2009）のキャズム（Chasm：

訳、深い溝）理論で指摘のある普及率を短期間で越えると、アメリカ国内に

とどまらず世界各地で急速な利用へと至ることになる。新しいサービスが

次々に登場し、今もなお多くのユーザーを魅了し続けている。このビッグ

ウェーブは、大きなトレンドとして世界中に今もなお広がっている。 

 

1.1 Web1.0 から Web2.0 へ 

インターネットの普及に伴い、O’Reilly（2005）は Web2.0 という概念を発

表している。1990 年後半から 2000 年前半までの WEB の特徴、技術、サービ

ス、ビジネスモデルなどを総称して WEB1.0、2004 年以降のそれらを WEB2.0

として表現したのである 5)。彼が示した“meme map”によると、Web2.0 の

中核的戦略のポジショニングはプラットフォームであり、ユーザー・ポジショ

ニングは自分自身のデータ管理、そして中核能力として次の 6 点（1. パッケー

ジでないサービス、2. 参加しやすいアーキテクチャー、3. 高い拡張性・コス

ト効率、4. データの再編集と送受信、5. あらゆるデバイスで使えるソフトウェ

ア、6. 集合知の利用）を列挙している。また、他の構成要素として、7 点の技

術的な特徴（a. 分類しないタグ付け、b. ユーザー評価による貢献、c. パブリッ

シングでないブログ、d. 分散ネットワーク、e. セルフサービス、f. 信頼に立

脚したコンテンツ、g. リッチなユーザー体験）、そして 13 点のユーザーやサイ

トの特徴（ア．技術でない態度、イ．ロングテール、ウ．インテル・インサイ
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ド、エ．ハッキング可能、オ．永久なベータ版、カ．一部の権利保有、キ．利

用者増加による改善されるソフトウェア、ク．コンポーネントとしての Web、

ケ．遊び、コ．ユーザーの意外な行動、サ．リッチなユーザー体験、シ．ユー

ザーを信頼、ス．コンテンツ単位のアドレス特定）を挙げている。これらを部

分的または全体的に内包しているサイトを Web2.0 としている。また、レイ・

ポインター（2011）は WEB2.0 を 4C に捉え直し、コラボレーション

（Collaboration）、クラウドソーシング（Crowdsourcing）、権限移譲の管理

（Ceding Control）、共創（Co-creation）であるとしている。 

Web1.0 におけるインターネットのユーザーは、企業や団体がページを一方

的に発信している情報をポータルサイトで調べ、閲覧するスタイルが主な利用

方法であった。ポータルサイトには多くのユーザーが集まるためメディア化し、

検索結果で行き着くサイトをデスティネーションサイトと呼ばれるようになっ

た。また、個人がコンテンツメーカーとしてサイトを自ら開設するためには、

専門的な知識（HTML や FTP など）・技術・経験が求められていた。謂わば、

一部のユーザーに限定されたインターネットであったと換言できる。この

Web1.0 の特徴は、ユーザーによる情報の検索と受信がキーワードであり、そ

れを支える OS やブラウザーがプラットフォームとしての機能性を有していた。 

しかし、Web2.0 においては、専門的な知識がなくても気軽に自分の意見を発

信できる Weblog に代表されるサービスが登場し、マッシュアップ（Mashup）

による写真、動画といった複合的なサービスを組み合わせたり、G 空間情報

（Geotechnology）なども気軽に投稿したりすることができるようになった。こ

れらを見た友人や家族は簡単にコメントやトラックバックをつけたりすること

も可能となるため、情報を共有しやすくなったといえる。ここでは以前のよう

な一部のコンテンツメーカーがサイトを開設するのではなく、ユーザー自らが

制作する側へとポジションが移行したのである。謂わば、インターネットは一

般化されたのである。Web2.0 の特徴は、情報の発信と共有の 2 つがキーワード

として加わり、ウェブ自体がプラットフォームの機能性を有するようになった。

言い換えるならば、My から Our へとユーザーの態度が移行したといえる。こ

れら Web1.0 から Web2.0 へと移行したサービス事例は、Britannica Online が
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Wikipedia へ。Personal Websites が Blogging へ。Publishing が Participation

へ。Mp3.com が Napster へ。Netscape が Google へなどを列挙できる。 

インターネットが Web2.0 の時代に入ったことで、消費者が発信する内容が

重要視される契機ともなった。ユーザーが商品・サービスの体験談や評価内容

について日記、掲示板、フォーラム、レビューサイトに投稿し、それらが第三

者の購入に向けた意思決定過程で参照されることを、CGM（Consumer 

Generated Media：訳、消費者生成メディア）という 6)7)。これらのメディアは

商品・サービスについての肯定的、否定的な内容が含まれる。加えて、第三者

であるオーディエンスが存在しているため、売上や企業イメージに大きな影響

を与える可能性がある。CGM はインターネット上にある情報が、クチコミと

しての役割を果たしている。これを e クチコミ（ eWOM: Electronic 

word-of-mouth）という。濱岡・里村（2009）は e クチコミを、インターネッ

トメディアを使用して、ユーザーが見知らぬユーザーと行われるものとして定

義している 8)。 

日本における CGM の代表例を挙げると、ブログ：アメーバブログ、ココロ

グ。マイクロ・ブログ：Twitter、mixi ボイス。動画：Youtube、ニコニコ動画。

画像：Pinterest、Flickrk。匿名掲示板：2 ちゃんねる。商品評価：Amazon

のカスタマーレビュー、価格.com、＠cosme。趣味：フォートラベル、クック

パット。ブックマーク：はてなブックマーク、Buzzurl。Q & A：Wikipedia、

Yahoo!、ニコニコ大百科知恵袋などがあり、多様なサービスが提供されている。

清水（2013）は CGM が消費者の購買行動に及ぼす影響についてデジタルカメ

ラを事例として調査をしている。その結果、企業発信の情報よりも、CGM の

情報を消費者は重要視している。加えて、購買意図に関してもその情報の有意

性を実証している。また、インターネットと店舗における購買場面の違いによ

る CGM を検証した結果、インターネット購買においては CGM が消費者行動

へ影響を与えていることを示している。主体ユーザーにとって CGM の情報を

購買行動に向けた参照ポイントとして使用していることから、情報が e クチコ

ミとしての役割が果たされているということができる。CGM は企業がコント

ロールできない、新しいメディアであるということができる。 
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1.2 ソーシャル・メディアの登場、SNS の利用拡大 

ソーシャル・メディア（Social Media）は、ネットワークの外部性、Milgram

（1967）によるスモールワールド現象、六次の隔たり、コンピュータにおける

ムーアの法則による相互作用によって普及されたといわれている。ユーザーは

インターネット上において地理的や時間的距離といった障壁を乗り越え、家族、

友人、職場、地域、サークル・クラブとコミュニケーションを容易に交わすこ

とができるようになった。Potter and Boy（2007）は SNS をインターネット

上の社交場であると評し、人脈を通じて他者と繋がることができ、これをソー

シャルグラフ（Social Graph：訳、インターネット上の相関関係）と呼んでい

る 9)。また、SNS サービスの特徴的な機能として、次の 5 点を列挙することが

できる。①ユーザー個人のプロフィールを掲載できる。②お互いがメッセージ

を送受信できる。③他のユーザーを検索できる。④自分が情報発信できる（日

記、写真、動画、位置情報などを利用した投稿）。⑤コミュニティの機能がある。

ユーザーは自らのページやサイトを起点に、インターネットの社交場であるプ

ラットフォームに参加し、コミュニティのメンバー間でコミュニケーションを

交わすことができることを表している。 

SNS は 2002 年米国で始まった friendster から端を発しているといわれてい

る。主に友人と繋がることができる簡単な機能であったが、若者を中心にイン

ターネット上の社交場として捉えられ、3 か月で 100 万人のユーザーが集まっ

た。2004 年 4 月に MySpace に抜かれるまでは米国 大の SNS であった。そ

の後、2008 年には 1 億 1500 万人まで急成長を遂げた。一方、News Corporation

による MySpace や Google による Orkut なども SNS に追随し、インターネッ

トにおけるソーシャルサービスが広く浸透した。前者は音楽やエンターテイメ

ント、ブログ、メールの送受信ができる機能を持っている。アカウント数は 2008

年 5 月時点で 2 億人。2000 年代後半に一時代を築いた 10)。後者はメールの送

受信機能や多様なコミュニティが、メンバー間の交流が可能となっている。ユー

ザー数は 2010 年 6 月で 1 億人に至る 11)。 

翻って、日本版の SNS は 2004 年 2 月に GREE、mixi がサービスを開始し、

2006 年 2 月にディー・エヌ・エーによるモバゲータウン（現、Mobage）が追
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随し、普及が始まったとされている（ユニゾン，2006, 88 頁）。GREE はゲー

ムの中にユーザー同士が交流できる機能を有するプラットフォームを開設し、

現在はゲームを中心としたサービスが提供されている。ユーザー数は、2004

年 3 月に 1 万人、その後通信キャリア向けのサービスを展開したことによって、

2007 年 3 月には 100 万人、2009 年 4 月には 1,000 万人、2010 年 6 月には 2,000

万人を突破する。その後、スマートフォン向けのアプリを開発、プラットフォー

ムのオープン化、さらには米国における子会社を設立し、2011 年 3 月では 2,500

万人を突破する。2014 年 3 月時点の会員数は、4,190 万人となっている。一方、

mixi は、2005 年にユーザー数が 10 万人を突破。その後、モバイルサービス、

企業が参加できるページの開設が功を奏し、2012 年 6 月時点で 1,453 千万人

にも上っている 12)。 後に、ディー・エヌ・エーは 2006 年 7 月には会員数が

100 万人を突破し、2008 年 4 月には 1,000 万人を突破。その後、SNS の機能

に日記、メール、アバターを追加し、加えて海外でのサービス提供を始めるた

めに英語版、中国語版、韓国語版などを展開。加えて、プラットフォームのオー

プン化によるコンテンツとしてのゲームの種類の増加、そして Android 向けの

アプリを開発する。その結果、ユーザー数は急速に伸び、2010 年 7 月には 2,000

万人、2014 年 3 月時点では 5,508 万にまで伸ばしている。日本版の SNS は、

プラットフォームのオープン化による良質なコンテンツの集積、グローバルな

サービス展開、モバイル向けのアプリ提供といった 3 つの要因によって、ユー

ザー数を短期間で集客することに成功しているということができる。また、博

報堂 DY グループ・ソーシャルメディア・マーケティングセンター（2013）の

スマートフォンによる世代別利用状況調査によると、ユーザー全体の 40.4％が

スマートフォンから SNS を利用しており、内訳として 20-29 歳のユーザー

65.8％、15-19 歳のユーザー60.2％、30-39 歳のユーザー39.5％の順に高い利用

を示している。これらからは移動式端末の普及、および Teen 層や F1・M1 層

といった若い世代の利用といった 2 つの要因も日本の SNS が拡大した影響と

いうことができる。 

また、日本版 SNS が浸透すると、アメリカのサービスが輸入される。Twitter

の日本度版が 2008 年 4 月、Facebook 日本法人も 2010 年 2 月に設立され、そ
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れぞれサービスを開始する。前者のサービスは 140 文字で情報をつぶやく（発

信する）サービスであり、マイクロ・ブログとして分類されている。2013 年

12 月時点の世界の MAU 数は、2 億 410 万人となり、そのうち日本の MAU 数

は、2013 年 10 月時点で 2,175 千万人となっている。また、後者は実名制によ

るソーシャルグラフを用い、メッセージの送受信や画像・動画などを投稿する

ことができる。2014 年 6 月時点の世界の MAU 数は、13 億 2000 万人となり、

そのうち日本の MAU 数は 2013 年 9 月時点で 2,100 千万人となっている 13)。

いずれも日本でサービスを開始してから 10 年を待たずに、2,000 万人を超える

ユーザー数を獲得している。 

これらの利用形態を調査したものに、宣伝会議（2011）の SNS 利用動機調

査がある。Twitter は自分の考えや感じたことを発信したい（51.2％）、気分転

換・ストレス解消（28.4％）、自分の日記・備忘録（27.5％）、友人とのコミュ

ニケーション（26.6％）の順に利用されている。一方、Facebook では友人と

のコミュニケーション（63.9％）、自分の考えや感じたことを発信したい（32％）、

家族・友人・知人への近況報告（32％）の順に利用されていると示している。

また、博報堂DYグループ・ソーシャルメディア・マーケティングセンター（2013）

は、SNS サイト・アプリがユーザーにどのような体験を提供しているかを調査

した結果、つながりやクセになるといった 2 つの体験因子が影響を与えている

ことを明らかにしている。いずれの調査においても、サービスの特徴によって

利用形態が依存している傾向があるものの、ユーザーがインターネットで発

信・受信、そして検索・共有するという 4 つの要素を通して、インターネット

上で豊かなユーザー体験を経験しているということができる。 

 

1.3 小括 

第 1 章では ICT の進展、多様なデバイスの普及、WEB の技術的進展といっ

た要因によってインターネットが普及し、SNS サービスが勃興する条件が整っ

たことを述べてきた。SNS はユーザーの参加の容易さと多様な利用機会を、ビ

ジネス（プロバイダー）とインターネットの技術的な進展が組み合わさった環

境で提供している。そこで今後注目されるのが、自らの意見や情報を CGC と
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して発信・制作するユーザーグループである。彼／彼女らは自らの声を発信し、

加えてビジネスからの問いかけにも反応する。これらはプロシューマー

（Prosumer：訳、生産消費者。Producer と Consumer の造語）というグルー

プである（Toffler, 1980）14)。プロシューマーとは企業の提供物を一方的に享

受するのではなく、企業のさまざまな活動に加わり、新しい価値創造を目指し

ているグループである。例えば、商品開発においては、新しい商品アイデア、

コンセプト、拡張の方向性、容量、パッケージ・デザインなどの意見を述べる

機会がある 15)。企業はプロシューマーを動員することができれば、新しい価値

の商品・サービスを市場に提供することが可能となる。この時企業は SNS と

いうプラットフォームに着目し、プロシューマーとの共創を目指すことができ

る。謂わば、SNS は価値共創戦略のツールの可能性を有しているのである。し

かし、SNS はさまざまなサービスが提供されており、機能性やユーザー群がそ

れぞれ異なる。そこで本稿では実名制を採用し、日本人ユーザーを集客してい

る Facebook を取り上げ、価値共創に向けた企業の事例から SNS マーケティン

グ戦略を示すものである。 

 

2. SNS マーケティング 

コトラー・カルタジャヤ・セティアワン（2010）は、インターネットが登場

した 1990 年以降のマーケティング・コンセプトを、インターネット・マーケ

ティング、e ビジネス・マーケティング、経験価値・マーケティング、マーケ

ティング倫理。SNS が登場する 2000 年以降をソーシャルメディア・マーケティ

ング、共創マーケティング、消費者のエンパワーメントなどを列挙している。

これらはテクノロジーとグローバル化によって、マーケティング 3.0 が推進さ

れるとしている。インターネットという基盤ができたことで、新しいサービス

が勃興し、ビジネスとユーザーが集うことで、新しいマーケティングが生まれ

ることが、系譜から見て取ることができる。 

これらの進展によってもたらされているものの一つがソーシャルメディア

（SM：Social Media）であり、個別の具体的なサービスとしてのソーシャルネッ
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トワーキングサービス（SNS）である。SNS の特徴は、斉藤（2006）は信頼

性の高さ、情報のフィルタリング（既知の友人からのコメントだということが

判別可）、ネットワーキングの容易（6 次の隔たり、スモールワールド）さを挙

げている。また、企業にとっても SNS へ参入が容易となった。斉藤（2006）

はビジネスで活用できる条件として、非匿名性、信頼関係のネットワーク、個

人属性、多面的プライベート空間、消費者視点の情報発信、安価なコミュニティ

構築コストを挙げている。 

これらの結果、今やサービスは 1 か国のみにとどまらず、グローバルに展開

されている。また、高い技術力は知識・経験がないユーザーにとって、サービ

スの利用を促し、豊かな利用体験を提供している。一方、プロバイダーもオー

プンリソースによって技術力が進展させていくことができるため、新たなサー

ビスが次々に開発でき、提供できるサービスの数・質が増えることによって、

全体としての価値が高まっていく。これらの好循環によって、より多くのユー

ザーを SNS に参加させることに成功し、そこで生まれる新しい価値によって、

SNS サービスがメディアの役割を果たしマーケティングとしての利用の門戸

を開いたということができる。 

ソーシャル・メディアを広義で捉えたマーケティングをソーシャルメディ

ア・マーケティング、個別のサービスを狭義で捉えたマーケティングを SNS

マーケティングと分類できる。Masound, Ronak, Mehdi, and Kamran（2013）

によると、前者はソーシャルメディアを活用したウェブトラフィックまたは認

知の獲得であるとしている。主に、魅力的なコンテンツを制作し、読み手に対

して共有行動を促進させることで、ユーザーから他のユーザーへと情報が e ク

チコミとして広がるとしている。後者は明確な定義がないため、本稿では企業

が個別の SNS を利用し、ユーザーと情報の共有、インセンティブの利用、購

買に向けた行動、ロイヤルティの形成に影響を与える活動であるとする。宇佐

美（2006）は SNS のマーケティング利用を分類し、ファンクラブ型とキャン

ペーン型を示している。伊藤（2006）はメディア進化論の中で、SNS をソー

シャルメディアであるとし、双方向ではなくクロスコミュニケーションである

と指摘している。また、他の研究領域として、社会心理学においてはコンピュー
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タを媒介するコミュニケーションとして捉えられ、三浦（2008）はインターネッ

トにおけるコミュニケーションを、F to F（Face to Face Communication）と

対比し、SNS を含むメール、BBS、ブログを CMC（Computer Mediated 

Communication）であるとしている。これらを俯瞰すると、SNS は非対面式

のコミュニケーションであるとまとめることができる。 

 

2.1 SNS マーケティング 

SNS マーケティングの先行研究には、Charlene and Josh（2011）による戦

略論がある。ここでは次の 5 つを提起している。①傾聴戦略。②会話戦略。③

活性化戦略。④支援戦略。⑤統合戦略としている。①傾聴戦略は顧客の理解を

深めること。②会話戦略は自社メッセージを広めること。③活性化戦略とは熱

心な顧客を見つけ、彼／彼女らの影響力を 大化すること。④支援戦略とは顧

客同士が助け合うようにすること。⑤統合戦略とは顧客をビジネスプロセスに

統合することとしている。また、ソーシャルメディアのマーケティング目標と

して、A. ブランディング／ブランド・マネジメント、B. 広報活動、C. プロモー

ション、D. 顧客サポート・顧客理解促進を挙げている。 

次に、SNS マーケティング領域における先行研究を俯瞰すると、以下の 4 つ

の視点から整理することができる。①企業視点（Business View）には、①A. コ

ミュニケーション研究、①B. コミュニケーション・マネジメント研究。②ユー

ザー視点（User View）には、②A. ユーザー特性研究、②B. ユーザー行動研

究。③コミュニティ視点（Community View）には、③A. 情報伝播・eWOM

研究、③B. コミュニティ研究。④プラットフォーム視点（Platform View）で

ある。 後に、SNS マーケティングの問題点を企業側（Business Side）、ユー

ザー側（User Side）、事業者側（Provider Side）がある。 

 

2.2 企業視点 

①A. コミュニケーション研究 

企業視点によるコミュニケーション研究とは、企業が投稿するコミュニケー

ションを研究対象としているものが該当する。コミュニケーションを類型化し
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たもの（テキスト、画像、動画など）。Fb のいいね、コメント、そしてシェア

や、TW のリツイートに対して有効なコンテンツは何かを研究するものが該当

する。 

櫻井（2013）はコミュニケーションを、メディアの所有者（自社、他社・者）、

商品情報の発信者（自社、他社・者）のマトリックスで類型化し、所有者・自

社×発信者・自社を HP、カタログといったオウンドメディア、所有者・他社

（者）×発信者・自社をマス広告やインターネット広告であるペイドメディア、

所有者・他社（者）×発信者・他社（者）をソーシャルメディアやパブリシティ

としたアーンドメディア（Earned Media）と分類している。 

次に、facenavi（2012）は SNS における日本語 Facebook ページエンゲージ

メントを調査している。Facebook における企業のポスト属性を調べた結果、

も多いものはリンク 100,251 件、次いで写真 59,434 件、ステータス 35,571

件、動画 8,547 件、質問 658 件、クーポン 58 件の順であるとしている。これ

らのものに対して、ユーザーの行動反応結果を調査した結果、平均いいね！数

は写真 56／件、動画 30／件、また、平均コメント数は写真 3.1／件、動画 1.8

／件となり、これらの属性はユーザーの行動を生起させている、リッチなコン

テンツであるということができる。ドン・シュルツは、リッチなコンテンツか

らブランドが生まれると指摘している。 

このようなコンテンツに着目したのが、コンテンツマーケティングである。

Content Marketing Institute によると価値ある、興味関心に合わせたものであ

り、明確に定義されたオーディエンスを惹きつけたり、獲得したりするための

マーケティングテクニックの一つであると定義している。換言するならば、企

業はターゲットに対してコンテンツを提供し、興味・関心、共感性を構築する

ことにより、見込み客、顧客化、そしてファン化するということができる。広

告は企業が伝えたい情報を伝えるのに対して、コンテンツマーケティングは相

手にとって役立つ情報を伝えるとしている。具体的には、ニュース、ホワイト

ペーパー（白書）、インフォグラフィックスなどが該当する。鈴木（2013）は

日本企業の 63.9％が、ソーシャルメディアによってユーザーの共感の獲得が目

標であることを示している。 
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このようにコンテンツが研究されるようになったのは、以下の 3 点を列挙す

ることができる。①リッチなコンテンツがユーザーを惹きつける・情報が共有

されやすい。②Google のページランク理論において良質なコンテンツが、検索

結果の上位に表示される。③Ecommerce、Mcommerce（モバイル、タブレッ

トからの電子商取引）の取引金額が拡大している。①②に関しては、インバウ

ンド・マーケティング（Inbound Marketing）で説明できる。これは Hub Spot

社の SEO であったブライアン・ダーメッシュ（2009）によると、ユーザーが

インターネットを利用して自ら見つけ出すこととし、特徴はプル型マーケティ

ング、また成功要因として突き抜けたコンテンツが必要であるとしている。早

く制作できるブログ、ホワイトペーパー（白書）、動画、ポッドキャストなどが

該当するとしている。また、それらの透明性が高いことで、他のユーザーから

リンクが貼られ、その結果被リンク数の増加と SNS による情報伝播が期待で

きるとしている。一方、対義語としてアウトバウンド・マーケティング

（Outbound Marketing）がある。これは企業が従来のマス広告、各種のプロ

モーションなどによる認知獲得や売上促進を目的とし、特徴としてプッシュ型

マーケティング、また成功要因として広告予算があるとしている。これらは企

業の HP やランディングページへのユーザーの誘導を意図しているため、SEO

（Search Engine Optimization：訳、検索エンジン 適化）対策にも繋がって

いることを表している。SEO 対策には外部 SEO、そして内部 SEO の 2 種類の

対策があり、検索エンジンによるサイトの評価を目標としたコンテンツ制作・

設置を、SEM（Search Engine Marketing：訳、検索エンジンマーケティング）。

そして、インバウンドマーケティングやコンテンツマーケティングは後者に属

しているものである 16)。③に関しては、コンテンツマーケティングが実施され

ることによって、ユーザーが自社 HP やランディングページに訪問し、見込み

客（Leads）、顧客化、そしてファン化へと移行させることで、Ecommerce が

増加させることができる。eMarketer（2013、2014a）によると、世界の B to C

市場における Ecommerce の取引金額は、2012 年に初めて 100 兆円を突破し、

2013 年には 123 兆円、2014 年には 147 兆円へと増加基調を示している。また、

2017 年には 200 兆円を突破するとも予測している。これらを支える要因の一
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つとして、モバイル端末からの Mcommerce による取引の増加を列挙できる。

2012 年には 2 兆 4,780 億円、2013 年には 4 兆 2,130 億円、2014 年には 5 兆

7,790 億円と増加基調を示している。同様に 2017 年には 11 兆 4,500 億円と予

測している（eMarketer, 2014b）。一方、日本における国内 Ecommerce の取引

金額は、2012 年には 9 兆 5,130 億円、2013 年には 11 兆 1,660 億円となり 10

兆円を突破した。世界の上昇基調と同様な結果を示している（経済産業省，2014）。

また、日本のスマートフォン端末からの Mcommerce の取引金額は、2012 年に

は 8,450 億円となり、2013 年には 1 兆 3,469 億円と 1 兆円を突破した。そして

2014 年には 2 兆 413 億円になると予測している（矢野経済研究所，2013b）。 

 

①B. コミュニケーション・マネジメント研究 

企業が発信するコミュニケーションを管理的視点から捉え、他のメディアや

コミュニケーション戦略との調整・統合を目指し、主効果や相互作用効果を目

標とするものである。主にコミュニケーション戦略、管理手法が含まれる。代

表的なコンセプトとして、IMC（Integrated Marketing Communication：訳、

統合マーケティング・コミュニケーション）、クロスメディア（Cross Media）、

トリプルメディア（Triple Media）、また、関連してマルチチャネル

（Multimedia）、オムニチャネル（Omni Channel）がある。 

IMC の代表的な先行研究として、Schultz, Tannenbaum, and Lauterborn

（1994）や Percy（1997）がある。これらは企業やブランドごとに点在してい

るコミュニケーションを、「ワンルック」、「ワンボイス」の指針の下に、消費者

視点で統合しようとするものである。これを実践するためには、コミュニケー

ションと企業組織の両方の変革の必要性を示している。現代にこれらを適用す

ると、インターネットにある自社ホームページや SNS といったメディアに対

して、マネジメント対象物として捉えながら、企業やブランドのコミュニケー

ション戦略を各媒体と調整しようとするものである。これを Web2.0 の時代に

おける IMC であるといえる 17)。同意語として、メディアミックスというもの

がある。メディアが有している有効性の長短を勘案し、目標となるコミュニケー

ションを達成しようとするものである。共通しているのが、SNS をメディアで
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あると捉え、自社の戦略に適用させようとするものである。畠山（2012）は統

合型マーケティング・コミュニケーションから、共創型マーケティング・コミュ

ニケーションを提起し、企業が意図とする結果をポジティブ、客観的な結果を

ニュートラル、意図しない結果をポジティブとネガティブに分類し、IMC によ

るコミュニケーション効果を類型化している。 

IMC の類似概念として、クロスメディアがある。西山（2008）によると、

消費者を能動的に関与を感じさせ、行動を促進させるという見地から、消費者

を動かすためのシナリオ（導線）が重要であるとしている。具体的には TVCM

や WEB 媒体、交通・屋外広告などから消費者を囲い込むのではなく、複数の

メディアを組み合わせ、掛け合わせた仕掛けを構築することであり、横 T モデ

ルを提起している。これはアルファベットの T の文字を横にし、縦軸にメディ

アの広さ（リーチ＆フリークエンシー）、横軸を消費者の関与の深さを表し、消

費者の関与を高め、行動を促進させる構造を示している。また、同氏は、メディ

アミックスとは概念が異なると指摘している。他の研究として（中野，2007, 

2011）がある。ここでは複数のメディア間における相乗効果に着目し、マスメ

ディア広告と他の広告（マスメディア、ウェブ広告、ウェブへの閲覧行動）へ

及ぼす影響について検証している。 

横山（2011）によるトリプルメディアというワードは、2009 年 Leberecht, 

Tim 氏が CNET で発表したことが端を発していると指摘している。これによる

とトリプルメディアは広告主が購入できるメディアを Paid Media（買うメディ

ア）、所有できるメディアを Owned Media（所有するメディア）、評判・信頼

を獲得できるメディアを Earned Media（得るメディア）の 3 つに分類してい

る。主に買うメディアにはテレビ CM、ラジオ、新聞、雑誌、バナー広告など

が該当し、広い認知を達成するとしている。所有できるメディアには HP、紙

媒体のカタログ、広報誌などが該当し、ブランドの深いコミュニケーションに

よるロイヤルティや関係性を構築できるとしている。得るメディアには消費者

や第三者が発信する情報とし、主に SNS が該当するとしている。推奨を得る

ことにより高い信頼性を獲得し、評判を他に広めることであるとしている。ブ

ランドはコミュニケーションの中心に置かれ、それを取り巻く消費者やステー
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クホルダーとの接点であるとしている。また、トリプルメディアに類似するも

のとして、本田・池田（2012）は Shared を Paid、Earned、Owned に追加し

た 4 つの類型の先行研究、そして、Edelman and Brian（2010）の Hijacked、

Sold といった新たな 2 つの類型の先行研究を示している。前者は収益に対する

脅威となるメディア、後者を他者に広告表示を販売できるメディアとしている。

これらのようにトリプルメディアとは、企業が有する各メディアを機能ごとに

分類し、それぞれの強みを 大化させる目標の下に管理・運営し、同時に他の

媒体との連携を強化させることを目標としている。言うなれば、IMC やクロス

メディアといった概念に類似しているものである。 

次に、関連した研究としてマルチチャネルとオムニチャネルがある。これら

の違いは、野村総合研究所（2013）によると前者は複数のチャネルを顧客に合

わせて使い分けするものである。チャネルを店舗、通信販売、インターネット、

モバイル、SNS などを幅広く設置し、それぞれを利用する消費者に向けて、そ

れぞれのマーケティング活動を行うというものである。一方、オムニチャネル

とは、顧客に対して複数のチャネルを連携させるものであり、店舗、通販、イ

ンターネット、モバイル、SNS などを一消費者が複数使うことを前提にした、

マーケティング活動であるとしている。このように SNS はメディアチャネル

の一つと位置づけされ、戦略的なマネジメントの中核に据えられていることが

指摘されている。 

 

2.3 ユーザー視点 

②A. ユーザー特性研究 

ユーザーを対象とした研究では、プラットフォームごとのユーザー特性や属

性、そしてそれらを比較分析したものがある。まず、Thomson and Ito（2012）

は、日本人の mixi と Facebook の両方を利用しているドゥアルユーザーを対象

に調査を行い、日本人の Facebook のパラドックスモデルを示している。mixi

には顔写真と真の氏名を掲載していないが、Facebook にはそれらを掲載して

いる自己開示（Self Disclosure）に違いのあるユーザーを取り上げ、欧米では

プラットフォームごとに別々の行動をとるユーザーはいないとし、文化的特質
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がユーザーに影響を与えているとしている。オンライン上においても、ユーザー

はオフラインの要因が反映されることを指摘している。Jusheng（2013）は、

スターバックス社の投稿に対するユーザー・アナリティクスを行っている。

2011 年 12 月から 2012 年 3 月までにスターバックス社がアメリカの Facebook

に 190 ポスト、中国の Kaixin に 77 ポストを対象に分析をしている 18)。スター

バックス社の投稿を、9 つのカテゴリー（製品告知、販売促進、企業情報、カ

スタマーサービス、グッドウィル、挨拶、質問、主張、共有）に分類し、また

いいねをエンゲージメントにおける自己表現、およびコメントとシェアを関係

性と区分している。分析結果では、アメリカ人は中国人よりもいいね！である

自己表現を重視するとしている。また、中国人はアメリカ人よりもコメントや

シェアといった関係性を重視するとし、ユーザーの異文化の相違が影響を与え

ているとしている。 

他の類似した先行研究として、Barker and Ota（2008）は mixi の日本人ユー

ザーと Facebook のアメリカ人ユーザーを対象に調査をしている。その結果、

女性は日記を mixi、写真の投稿を Facebook にするとしている。Ellison, 

Steinfield, and Lampe（2006）はFacebookのユーザーはオフラインのソーシャ

ルグラフをオンラインに持ち込むとしている。伊藤・西田・星出・戸田・内山

（2013）は Twitter とブログの両方を持つユーザーを対象とし、ブログのプロ

フィールを Twitter の教師ラベルとするラベル伝播学習法によって、ユーザー

の属性として性別、職業、興味を推定する研究をしている。また、国別のユー

ザーの利用動機や自己開示に関する研究は（石井，2013）がある。 

次に、ユーザーを対象とした研究として ROM（Read Only Member）と RAM

（Radical Access Member）がある。前者はサイト上の情報を閲覧や情報収集

のみするグループであり、後者は積極的な情報を発信や投稿するグループであ

る。Feick and Price（1987）によるメイヴィン（Maven）は、自分で収集し

た情報を無償で積極的に提供し、他が提供している情報に対しても意見や評価

をするとしている。他のユーザーからの質問についても、無償で回答をするこ

とを喜びに感じているユーザーであるとしている。また、関連した研究として、

岸谷（2013）がある。eWOM 行動に関するユーザーの分析を行い、送り手の



SNS マーケティング戦略 

103 

ユーザーをオピニオンギビング、オピニオンパッシング、オピニオンシーキン

グがあるとしている。オピニオンギビングとは、ユーザーが製品情報を与え・

投稿するユーザーであるとしている 19)。自身の使用経験や感想を投稿すること

で、広告とは違う性質の情報が他者によって参照されることを想定している。

次に、オピニオンシーキングとは、情報を閲覧・探索するユーザーであるとし

ている。自分が欲しい情報のみを収集するとしている。 後に、オピニオンパッ

シングとは、情報を拡散・渡すユーザーであるとしている。自らが閲覧した情

報を、何らかの動機によって他者へ渡す・共有するユーザーである。SNS の

Twitter であればリツィート、Facebook であればいいね、シェア、コメントが

該当し、情報が拡散される。 

 

②B. ユーザー行動研究 

SNS に参加しているユーザーの行動を分析したものがある。まず、インター

ネットおよびソーシャルメディアにおける消費者行動モデルを提起している、山

口（2012）の AISCA（Attention：関心、Interest：興味、Sharing：共有、

Confidence：確信、Action：行動）モデルがある。これは次の 5 段階の行動から

なるとしている。まず、主体ユーザーは SNS のユーザーリストからもたらされ

る情報に関心を持つ。次に、既知である他のユーザーであるため、情報に対して

興味をひく。そして、当該情報に興味があれば自らが情報を共有する。その結果、

周囲から反応をえることによって確信を持ち、ひいては自らも購入・体験に行動

を移すとしている。これらは電通（2005）によるインターネット上の消費者行動

モデルである AISAS（Attention：注意、Interest：興味、Search：検索、Action：

行動、Share：情報共有）モデルを基盤としている。AISAS は消費者が自らイン

ターネットで知りたい情報を検索すること、使用後の感想を書き込むという情報

共有を指摘していることが特徴である。しかし、AISCA モデルは AISAS との相

違点として次の 3 つを挙げている。ソーシャル上のメディア特性。行動コスト・

リスクに応じた確信の形成。行動は購買だけではなく情報を広げる行動も含むと

している。ASICA はソーシャルメディアに特化したユーザー行動モデルとして、

AISAS で指摘されている検索というインターネットの情報検索部分が含まれて
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いない。インターネットにおけるユーザーの広義と狭義の行動モデルとみること

ができる。他の類似分析は数多くあり、詳しくは（山口，2012）を参照のこと。 

 

2.4 コミュニティ視点 

③A. 情報伝播・eWOM 研究 

コミュニティ視点の研究には、コミュニティで交わされるコミュニケーショ

ンを研究対象として捉えたもの、そして第三者のユーザーが製品・サービスの

購入前の参照点として捉えた情報である eWOM（別称：e クチコミ）がある。

また、eWOM に関する他の研究としてバズマーケティング、バイラルマーケ

ティング、インフルエンサーマーケティング、ステルスマーケティングがある。 

竹内・寺西・春本・下條（2006）は、インターネットの情報伝播を実証研究

している。SNS は人脈の可視化や知人の知人といった社会性が働いているため、

一定の信頼性を保っていると指摘しながら、ユーザー間の相互理解の深さや情

報の種類の偏りによらず一定の品質の情報を受けることが可能であること、そ

して伝達距離の短い情報はより重要であり、周辺ユーザーを迂回してくる相対

的に伝達距離が長い情報はより意外性が高い傾向があるとしている。メッセー

ジの伝達（相互理解の深さ、情報の種類）や伝播距離（ 短、迂回）といった

変数を用いた、情報伝播モデルを提唱している。eWOM は社会的関係を反映し

たネットワーク上で、情報が伝播し、SNS における Facebook の実名制により、

伝播しやすいとまとめることができる。 

次に、eWOM の研究は口頭のクチコミ研究との比較やインターネットにおけ

るプラットフォームごとのものがある。口頭のクチコミ研究は、Katz and 

Lazarsfeld（1955）は、クチコミを消費者の間でマーケティング情報が交換さ

れる行為とし、製品・サービスに対する消費者の態度や行動を変化させるもの

としている。Arndt（1967）は、話し手と受け手の間の口頭でのコミュニケー

ションであり、ブランド、製品、サービス、店に関する話題、受け手が非商業

的な目的であると知覚していることを挙げている。Feick and Price（1987）は、

クチコミは消費者が製品やブランドの情報源に信頼価値が判断されることによ

り、形成・伝達されるとしている。これらのようにクチコミ研究は対面での発
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生要因やその効果について研究されてきている。これらの先行研究をベースに、

eWOM における研究も行われている。まず。eWOM には Henning, Gwinner, 

Walsh, and Gremler（2004）は、潜在・既存・退出顧客からの製品・企業に

関する肯定・否定的なステートメントであり、インターネットを経由して他の

人々や団体にとって有効なものであると定義している。加えて、売上、消費者

の意思決定、ブランドやHPへの態度に有効であるとしている。また、濱岡（1994）

や濱岡・里村（2009）はインターネットにおける e クチコミの重要性を指摘し

ている。個別の SNS を扱った研究として、（マクロミル，2012, 25 頁）がある。

Facebook における製品・サービスのポジティブな e クチコミを見たことによ

る実購入経験は全体の 3 割、ネガティブな e クチコミを見たことによる購入中

止経験は 1 割強あるとしている 20)。 

安藤（2008，139 頁）は、企業チャネル内の知人によるクローズドなコミュ

ニケーション、当該企業からのオープンコミュニケーション、インターネット

におけるブログや掲示板等のオープンコミュニケーション、SNS 内のクローズ

ドなコミュニケーション、そして専門家チャネルである行政、消費者団体、専

門家によるホームページなどのコミュニケーションを e クチコミとして定義し

ている。また、杉谷（2008）は対面とインターネット上の e クチコミを比較し

ている。インターネット情報である e クチコミは、非言語コミュニケーション

が制限されることを指摘しながら、製品の機能性についてはインターネットの

e クチコミの影響が強く、一方、製品の感情的評価については対面のクチコミ

による影響が強いとしている。これらのように e クチコミは口頭のクチコミ研

究との相違点や効果の違いを明らかにしてきている。 

後に、他の eWOM の関連研究として、eWOM を生起させる主体別に、以

下の 2 つに分類できる。①企業が eWOM の生起を意図するものとして、バズ

マーケティングやバイラルマーケティングがある。話題性のある映像や CM な

どを制作、マスメディアやインターネット上で公開し、情報の広がりや自社サ

イトへの誘導を主眼におくものである。②企業が他者（他社またはユーザー）

に eWOM の生起を依頼するものとして、依頼先であるエバンジェリスト（伝

道師）、インフルエンサー、オピニオンリーダーがある。費用を支払い特定のコ
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ンテンツの制作や情報を発信してもらい、情報の広がりや当該企業のサイトへ

の誘導を促進することを意図している。これらにとって近年問題視されたもの

として、ステルスマーケティングがある。主体企業または依頼を受けた企業や

ユーザーが、あたかも依頼主とは関係のない、第三者のユーザーであるように

装い、情報の広がりやサイトへの誘導をしようとしているものである。ユーザー

からは当該情報が、企業の広告的なものなのか、それとも第三者からのものな

のかが峻別しにくいため、ステルスという名称がつけられている。よって近年

の eWOM を意図としたマーケティング活動において、情報源の信頼性を受け

手に対して担保させることが重要となっている。 

 

③B. コミュニティ研究 

コミュニティ視点の研究には、ユーザーが集うコミュニティを研究対象とし

たもの、そしてコミュニティにおける事象を対象としたものがある 21)。まず、

ユーザーが集うコミュニティを研究対象としたものとして、川上（2010）のコ

ミュニティにおけるユーザーをロイヤルティの階層別に分類しているものがあ

る。ロイヤルティ・クラスの高い順にファン、優良顧客、一般顧客、非顧客と

している。一方、ネガティブ・ロイヤルティの低い順にアンチ、クレーマー、

離反顧客、食わず嫌いがあるとしている。なかでもアンチユーザーは市場を創

出する存在であるため、この層をターゲットとしたマーケティング活動の重要

性を指摘している。また、水越（2011）はブランドコミュニティと対比したア

ンチブランドコミュニティを研究している。強いブランドであればあるほど、

アンチコミュニティが派生している先行研究を取り上げている 。

Krishnamurthy and Kucuk（2009）のアンチブランドサイト数の調査によれ

ば、マイクロソフト社が 12 サイト、フォード社が 10 サイト、ネスレ社が 8 サ

イトあるとしている。水越はアンチコミュニティに書き込まれるコミュニケー

ション自体について問題はなく、書き込まれたコミュニティに注目する必要性

を指摘している。 

次に、コミュニティ上で発生する事象を対象としたものとして、三浦（2008）

がある。インターネットにおける自己表現と他者との交流ができるコミュニ
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ティにおいて、投稿者に対する他者からの誹謗中傷的なコメントが寄せられ、

言い争いや喧嘩が起こることを Flaming（訳、炎上）としている。特に CMC

においては、コミュニティにおけるユーザーの匿名性、責任の分散が確保され

ることが強まることで、ユーザーの自己規制能力が低下するため、没個性化が

起こりやすいと指摘している。これを没個性化効果の社会的アイデンティティ

的解釈として表現している 22)。また、湯浅（2006）はフレーミングだけではな

く、サイバーカスケード（Cyber Cascade：訳、集団極性化）といった点につ

いても指摘している 23)。これらはユーザーが他者を理解するコストが大きすぎ

るため、問題点が発生するとしている。このような状況を解消するために、他

のユーザーとの文脈共通支援として文脈の三層モデル（コミュニケーション空

間、送信者と受信者、主情報）を提起している。コミュニケーション空間とは、

コミュニケーションの場を表しており、ユーザーの参加ルールやコミュニケー

ション内容を規定するものとしている。次に、送信者と受信者とは、お互いが

コンテクストを共有している状態を表している。 後に、主情報とは送信者と

受信者の対話内容に対して、コンピュータが介在して文脈情報を追加すること

で、相互の理解を円滑にすることを表している。 

 

2.5 プラットフォーム研究 

後の SNS マーケティングの研究領域として、プラットフォームがある。

SNS サービスが提供されているインターネット上のサービスであり、これは

ユーザーや企業が利用することで、双方向のコミュニケーションを達成するこ

とができるものである。主な先行研究では、池田・トライバルメディアハウス

（2011）のフェイスブックマーケティング戦略がある。これは SNS のプラッ

トフォームである Facebook を取り上げ、企業がマーケティングで利用する際

の戦略が取り上げられている。ここでは活用事例として 5 つを列挙している。

①Facebook にゲームを設置し、そこから外部サイトへの誘導を目指す。②

Facebook 広告から、外部サイトへの誘導を目指す。③自社サイト上に Facebook

のソーシャルプラグインを設置し、フィードを表示させ、企業のタイムライン

へ誘導する。④オープングラフ API を利用し、自社サイト上で Facebook のサー
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ビスを利用させる。例：楽天市場ではユーザーが楽天のサイト上で、友人の誕

生日が分かったり、気になる商品が分かったりするため、プレゼントを購入・

送付することができる。Facebook のサービスであるメール送信や友人のフィー

ドもチェックすることができる。⑤フェイスブックページ（旧ファンページ：

企業がページを開設できる）を設置し、ユーザーと双方向のやりとりや、外部

サイトへの誘導を目指す。また、マーケティングのキーワードとして、検索か

ら共有、インプレッションからエンゲージメント、ロイヤルティからコミット

メント、面白ネタから友人の近況、B to C から B into C の 5 点も列挙してい

る。また、企業による Facebook 運用方法については、3 つの戦略コンセプト

と戦略オプションを示している。前者は運用体制の構築、ファンの獲得、そし

てファンの維持・活性化とし、後者は自社サイトからの獲得、ファンの獲得、

細かい効果測定・エンゲージメント向上・関係強化を示している。 

他のプラットフォームの研究として、山崎・野崎・斉藤・川井（2009）による

Twitter マーケティングがある。Twitter の特性として、直接的なコミュニケー

ションツール、情報流通が早い、バイラル性が高いとし、その結果、ユーザーと

のリレーションシップ構築や売上向上に繋がった事例を紹介している。また、企

業の利用には①ユーザー名を分かりやすく、そして短くする。②ユーザーの声を

聞く。③目標を定める。④小さく始めて大きく育てる。⑤パーソナルなコミュニ

ケーションができる体制を構築するの 5 つを示している。関連研究として、大向

（2011）がある。コミュニティ・プラットフォームにおいて、情報と人間関係の

2 つのレイヤーに分類し、それぞれに対して収集する・関連付ける・発信すると

いったカテゴリーに対応させる Community Web モデルを提唱している。 

 

2.6 SNS マーケティングの問題点 

SNS は急速かつグローバルに展開され、多くのビジネスやユーザーを巻き込

みながら、参加者に便益をもたらしている。なかでもインターネット上のサー

ビス特性のため、ユーザー間のコミュニケーションは CMC で成り立ち、視覚

的な手がかりの欠如や匿名性が働くため、ポジティブ・ネガティブな事象を引

き起こすとしている（三浦，2008）。このように SNS でマーケティングが展開
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されることは、企業だけではなく、ユーザー、プラットフォームを提供する事

業者との各者間に問題点が発生する。 

 

企業側（Business Side）の問題点 

企業側の問題点は、以下の 2 つを列挙できる。 

企業側の問題点①として、企業のユーザー情報の収集・活用、リスクマネジ

メントを挙げることができる。まず、企業によるユーザー情報に対するアプロー

チがある。例えば、企業がプロモーションを SNS 上で行い、それらに対するユー

ザーの反応が多数あったとする。この時、企業はユーザーが投稿しているコメ

ントを閲覧し、肯定・否定的な内容かを確認することができ、その結果プロモー

ションの効果測定として使用することができる。しかし、問題点は企業担当者

が、当該ユーザーのプロフィールページへ行き、氏名、性別、年齢、趣味・趣

向、今までの投稿内容など登録している情報を全て確認することができる 24)。

また、それらの情報を収集・分析し、今後のプロモーション、商品開発、サー

ビス改善などに活用することもできる 25)。このような状況に対して、近年では

投稿されている内容は公共領域のものではないため、マーケティング・リサー

チで使用するときにはユーザーの許諾が必要というコンセンサスが高まってい

る（GMO, 2011）。ユーザーは自分が投稿した情報やコメントが、知らないとこ

ろで企業に収集・分析されることを想定していない。例えば、就職活動を行っ

ている日本の大学 3-4 年生が個人で利用している SNS のページを、企業の人事

担当者がチェックをしているケースがこれに該当する。大学生からみれば、自

分が日々利用したり、記事を投稿したりしている内容は、既知のソーシャルネッ

トワークに対してのものであり、第三者である企業担当者がそれを閲覧したり、

採用や評価情報として利用されることは想定していない。大学生の投稿内容次

第では、不採用になるケースになる場合もある（日経産業新聞，2014c）。企業

の人事担当者以外にも、マーケティング・リサーチャーなどにも倫理観が求め

られるとしている（小川・後藤，2013b）。 

次に、企業側の問題点②として、企業の SNS におけるリスクマネジメント

を挙げることができる（斉藤，2006）。これはネガティブバズの対策、個人情
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報漏洩の対策、そして従業員やアルバイトの利用リスクがある。まず、ネガティ

ブバズは、SNS で企業と繋がっているユーザーや投稿したユーザー間において

発生する事象を指している。企業とユーザー間やユーザー間でネガティブなバ

ズやフレーミングが発生しないように注意しなくてはいけない。これには専属

の担当者を設置し、SNS における自社ページやコミュニティを注視していなけ

ればならない。現在もガイドラインや運営ポリシーを設定し、運営している企

業は散見できる。ただし、偶発的なリスクを想定し、異・同業界をベンチマー

クし、準備する必要がある。次に、企業が保有している個人情報の漏洩を防止

することが求められている。ここではユーザーの氏名や性別といった個人の基

本情報だけではなく、行動履歴、ライフログなども該当する。 後に、従業員

やアルバイトの利用リスクとは、謂わば、企業の身内からリスクが発生するもの

を表している。例えば、2013 年 7 月 15 日に高知県にあるコンビニエンスストア

において、アルバイト定員がアイスクリーム用の冷蔵庫に入った画像を投稿。そ

の後、投稿された画像を見たユーザーから不衛生だという声が相次ぎ、店舗は商

品の総入れ替え、その後フランチャイズ契約は解除へと至る（読売新聞，2013）。

アルバイト定員の悪ふざけの投稿であっても、仲間内のソーシャルグラフだけで

はなく、情報が世界に拡散されてしまう。そのため自身の解雇や企業に悪影響を

及ぼしてしまうケースが後を絶たない。よって企業は従業員やアルバイトに対す

る SNS の利用規約や利用方法をあらかじめ設定し、リテラシーを高めるための

入社前教育、そして入社後のモニタリングが必要になってくる。従業員やアルバ

イト定員による 適な SNS の利用体制を構築することが必要である。 

 

ユーザー側（User Side）の問題点 

ユーザー側の問題点は、以下の 2 つを列挙できる。 

ユーザーの問題点①として、IT リテラシーを挙げることができる（大

向,2006）。まず、Web2.0 に代表される SNS は、ユーザー本人に情報の自己管

理が求められているのが大前提である。そのため利用にあたり知識が十分に不

足していると、トラブルに陥ったり、事件に巻き込まれたりする危険性がある。

代表的なのは未成年や青少年のグループである。SNS は情報を安易にリアルタ
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イムに投稿、共有することができるため、自分の意図しない形で情報が拡散し

てしまったり、自分の個人情報が悪用されたりするケースがある。警視庁によ

ると 2013 年下半期において、SNS などを通じて性犯罪などの被害に遭った 18

歳未満の子供は 467 人に上り、2013 年上半期の 1.7 倍となった（日本経済新

聞，2014）。また、SNS の利用で友人間とトラブルになり、殺人事件まで発展

しているケースもある。これらを解消するためには、インターネットや SNS

に関するリテラシー、適切な利用方法を、早い段階で家庭・教育現場から徹底

させていくことが求められてくる。 

次に、ユーザーの問題点②として、匿名性が強い SNS においては、ユーザー

の没個性化を挙げることができる（湯浅，2006）。匿名性が高いことは、ユー

ザーは自らの正体を明かすことなく、自由に気兼ねなく発言をすることができ

る。そのため言い争いや喧嘩といったフレーミングが発生しやすくなり、その

後コメントスクラムやサイバーカスケードまでコミュニティが移行してしまう

可能性がある。これは CMC という特性に加えて、ユーザーが特定されない匿

名性といった重層的条件によって、悪意ある発言が許されてしまう構図になっ

ている。例えば、自らは匿名の ID を使い、ネットカフェなどの不特定多数者

が利用するパソコンからアクセスをし、特定の芸能人のブログに対して、悪意

ある内容を投稿し続ける行為がこれに該当する（読売新聞，2009）。開設され

たブログは閉鎖に追い込まれたりする場合もある。これらの問題点を解決する

ためには、ブログサイトやコミュニティにおけるユーザーの利用ポリシーを適

正に定め、これを逸脱する場合、コミュニティ運営者による直接的な連絡や処

罰を与えることを明示する必要がある。この際登録している個人情報が虚偽で

ある場合、匿名性が担保されている状態であるため、コミュニティ登録におけ

る個人の認証システムの構築も重要である。 

 

プラットフォームを提供する事業者側（Provider Side）の問題点 

プラットフォームを提供する事業者側の問題点は、以下の 1 点を列挙できる。 

SNS のサービスを提供する事業者の問題点は、情報操作を挙げることができ

る。フェイスブックは、2012 年に約 69 万人のユーザーを対象として、感情操
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作実験を行っている。それによればサイトに表示される友達の内容を操作し、

本人の書き込みにどのような影響があるかを調べている。「怒っている」、「嫌い」

といった言葉を含む否定的な投稿が減ると、本人の投稿でも否定的なものが

減った。また、「幸せ」、「愛」などの肯定的な言葉を含む投稿が減ると、同様に

本人の投稿も後ろ向きな内容となった。これらからはフェイスブックでは他人

の気分が自分に伝染することを示している。この実験はユーザーに告知されて

おらず、事業者側が無断で行ったものであった。プラットフォームは個人や企

業・団体といった多様なユーザーを抱えている。ユーザーはサービス上で豊か

なユーザー体験を享受しているか、企業や団体は目的に応じてコミュニケー

ションをしているかなどを、プラットフォーム提供の事業者は 適に管理・運

営しなくてはいけない。ユーザーの告知なしで、加えて無断で情報が操作され

ていることは、全てのユーザーに対して不審感を抱かせることにつながる。事

業者はユーザーのサービス体験の進化と、適切な運営に注力しなくてはいけな

い。 

 

2.7 小括 

ソーシャルメディアにおける SNS マーケティングの研究領域について、企

業とユーザー、およびユーザー間とのコンタクトポイントを中心に、先行研究

と問題点を取り上げた。企業側の研究領域には、コミュニケーションやコミュ

ニケーション・マネジメントがある。一方、ユーザー側のそれには、ユーザー

特性やユーザー行動に関するものがあり、加えてユーザー間には情報伝播・

eWOM やコミュニティまで広がっている。これら全体を広義な視点で捉えたも

のが、ソーシャルメディア・マーケティング、そして個別の SNS といった狭

義な視点で捉えたものが SNS マーケティングであると分類している。 

多くのユーザーと企業や団体が集う SNS のプラットフォームには、Web3.0

が指摘しているように、テクノロジーとグローバル化によって新しいマーケ

ティングが創造されている。かつてはユーザーによる新商品のアイデア、既存

商品の拡張方向性、既存商品の問題点、プロモーション情報の検証、クーポン

の利用測定、購入後の商品評価といった情報を、企業はリアルタイムで収集す
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ることはできなかった、もしくは限定的であった。しかし、今日の SNS はそ

れらを可能にしたのである。企業はこれらを取り入れることで、新しいマーケ

ティング活動を創造することができるのである。次章では、個別の SNS のプ

ラットフォームとして Facebook を取り上げ、それを利用した企業による新し

いマーケティング戦略を考察する。なお、本稿では企業と消費者のコンタクト

ポイントである購買前、購買中、購買後の 3 フェーズに対応した、①企業とユー

ザーの価値共創に向けた商品開発戦略、②総合的 O2O 戦略、③ユーザー・ア

ナリティクス戦略の 3 つを事例を通して考察していく。 

 

3. Facebook のマーケティング・ツールとしての有効性 

3.1 プラットフォームとしての Facebook の魅力 

現在、Facebook は世界 大の SNS サービスである。創立は 2004 年、現 CEO

のマーク・ザッカーバーグ氏が米国ハーバード大学時代に、学生寮ごとにあっ

たフェイスブック（学年年鑑）をオンラインで共有することを目的にして作ら

れたものが起源となっている。サービス開始後は他の大学や高校にも利用が広

がり、加えてヨーロッパでの利用も開始されたことにより、SNS としての確固

たる地位を獲得するに至った。2006 年にはサービスが一般公開化され、機能性

の拡充もなされた。その結果、2009 年には世界 大の SNS であった Myspace

をユーザー数で抜き、世界で も利用されている SNS へと飛躍した。2014 年

6 月末の世界の MAU 数は 13 億 1,700 万人（昨年対比＋14％）である。そのう

ち日本国内の MAU は約 2,100 万人となり、 も利用している性別・年代は、

20 代・女性が 420 万人、20 代・男性が約 360 万人、30 代・女性と 30 代・男

性が共に約 300 万人となっている（ソーシャルメディアマーケティングラボ，

2014）。サービスは日本語のみならず中国語、ドイツ語、イタリア語、ポルト

ガル語など 69 言語（2014 年 8 月時点）で展開されている。また、世界で 8 億

7,400 万人がモバイルからアクセスし、7 億 2,700 万人が毎日サービスを利用

している（2013 年 9 月時点）。2012 年 4 月には、撮影した写真を編集・共有

できるアプリケーションソフトウェアである Instagramを約10億ドルで買収。
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続いて、2014 年 2 月にはスマートフォン向けのメッセージング・サービスで

ある WhatsApp を 190 億ドルで買収し、プラットフォームの機能性を高め、

豊かなサービス体験を構築するための投資を行っている。池田・トライバルメ

ディアハウスら（2011）は、Facebook をリアルグラフ（現実社会の人間関係）、

リアルタイム（友人の今をニュースフィードで見ることができる）、リアルワー

ルド（現実の共有）の 3 つのリアルが特徴であると指摘している。Facebook

のプラットフォームをマーケティングに利用するにあたり、その優位性として

以下の 3 点を列挙することができる。①実名制によるソーシャルグラフが展開

されている。②ユーザーとリアルタイムにコミュニケーションができる。③エ

ンゲージメントによる情報伝播・eWOM が期待できる。 

 

①実名制によるソーシャルグラフが展開されている。 

Facebook はユーザーに実名登録と顔写真の公開を推奨している。加えて、

ユーザーは属性情報として、生年月日、性別、血液型、言語、恋愛対象、宗教・

信仰、政治観、勤務先、出身高校・大学、出身地、居住地、交際ステータス、

そして趣味ではスポーツ、映画、好意のブランドや企業・団体などの情報が求

められる。また、ユーザーは自分の友人検索だけではなく、入力した出身高校・

大学や勤務先などをフックにして、友人の友人まで簡単に検索することができ、

ボタン一つで繋がることができる。これらによってリアルなソーシャルグラフ

を、プラットフォーム上に反映させることに成功している。リアルなソーシャ

ルグラフが展開されているプラットフォームでは、①A：情報の信頼性が担保

される。①B：リアルなコミュニケーションの障害が解消される。①C：プラッ

トフォーム上のコミュニケーションはリアルのものよりも促進されるの 3 点を

達成することができる。 

①A  情報の信頼性が担保されるとは、リアルな既知のプロファイルを持つ

ユーザーによって発信されたものであると確認できることである。今まで

インターネットが抱えていた問題点の一つとして情報の信頼性がある。匿

名のユーザーによる情報がどこまで信頼するに値があるかが議論されてき

た。また、近年の企業によるステルス的な情報発信もあることから、その
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情報源がどのような者によって発信され、信頼できるに値するかという点

について、プラットフォームは問題点を克服している。 

①B  リアルなコミュニケーションの障害が解消されるとは、地理的、時間的、

そして言語的な制約をプラットフォーム上で解消していることである。リ

アルなコミュニケーションとは、友達と直接会ったり、両者がコミュニケー

ション端末を有して電話をしたり、両者がオンラインで繋がって共通のソ

フトを使用してチャットをしないと発生しない。それは両者がいる場所、

時間、ソフトなどが合致しないといけないためである。また、外国にいる

友人であれば、言語の違いといった部分も障害の一つとして表出する。し

かし、プラットフォームにおいては、オンラインのチャットでは地理的障

害を解消する。通常のニュースフィードは、時間的障害を解消する。なぜ

なら自分がプラットフォームにアクセスしていなくても、次回ログインを

した段階で内容を確認することができ、加えて、自分のコメントを付けて

後から返すことができる。また、投稿されている言葉が非母国語であって

も、ネット上で単語の意味などを調べることができるため、言語的な障害

も解消できる。 

①C  プラットフォーム上のコミュニケーションはリアルなものよりも促進さ

れるとは、①B の要因でも一部指摘しているが、デジタル特有の要因によっ

てもたらされる。過去のコミュニケーションの履歴を確認できる点、そし

てコミュニケーションに対する他のユーザーの反応を確認することができ

る点を列挙できる。これらはリアルなコミュニケーションよりも優位性を

有しているため、ユーザー間のコミュニケーションが促進されている。プ

ラットフォームへのユーザーの流入が増え、コミュニケーションが増えて

いることは、現在のユーザー数が物語っている。 

 

②ユーザーとリアルタイムにコミュニケーションができる。 

二つ目の Facebook のプラットフォームとしての優位性とは、リアルタイム

に情報を発信できる点である。ユーザーはプラットフォームにログインするこ

とで、24 時間 365 日情報を発信することができる。好意であるブランドや企
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業に自らの声を届けることができ、担当者とチャット形式である会話もするこ

とができるのである。例えば、ブランドや企業をいいね！をしているユーザー

（この場合、友達という意味）に対して、特定の質問を企業が質問した場合、

ユーザーは即時返答することができる。あるユーザーが問いかけ時に不在で

あっても、ログイン後にそれらのやりとりを閲覧し、あとから返答することも

できる。企業はユーザーから集まったコメントに対して、再度感想や意見を再

発信することもできる。このような双方向性のやりとりは、何らかの条件が示

されるまで、続けることができるのである。これは Facebook のプラットフォー

ムであるため、繰り返しの展開がなされるのである。SNS が登場するまでは、

ユーザーは企業とリアルタイムにコミュニケーションをする機会は限られてい

た。電話による問合せ、売り場におけるエンカウンターとのやりとり、マーケ

ティング・リサーチへの協力といったことに限られていた。いずれも即答的な

やりとりや戦略的に構築された空間内での対応といっても過言ではない。これ

らに関わるユーザー数や双方向な行動範囲は限定である。しかし、このプラッ

トフォームでは、ユーザーは自らの声や意見を自宅、勤務先、移動中であって

も、発信することができる。ユーザーは声を届けたいという想い、自分の声が

ブランドや企業に閲覧される、それらから返答を貰える機会を得たのである。

ユーザーはブランドや企業との良好な関係性を構築できる。ここでブランドや

企業側に求められることとして、プラットフォームの運用の明確化、運用体制

を整える必要がある。ユーザーから届く声や意見に対して、しっかりと対応し

なくてはいけない。また、それらの対応の仕方にばらつきが生じると、ユーザー

に対して強い不信感を醸成させてしまう。ユーザーと双方向のコミュニケー

ションを支えるのは、ブランドや企業の担当者であることは間違いない。 

 

③エンゲージメントによる情報伝播・eWOM が期待できる。 

ブランドや企業は、商品・サービス情報、プロモーションやキャンペーン情

報、CSR 情報などさまざまなものを発信することで、いいね！をしているユー

ザーのタイムラインにリーチすることができる。ユーザーはブランドや企業の

ページにアクセスする必要がなく、自分のページ上に 新情報として掲載され
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る。また、企業や団体は facebook 広告を出稿することで、まだいいね！をして

いないユーザーにもリーチすることができる。Facebooknavi（2012）による

と、企業のいいね！数の上位 300 ページのランキング調査によると、1 位の企

業は無印良品 902,537 人、2 位は Uniqlo 880,384 人、3 位は au 833,078 人と

なっている。これら上位 300 社の合計いいね！数を 300 社で割った場合、1 企

業の平均いいね！数は 67,416 人となる。企業が一つ情報を発信することで、

67,416 人にリーチすることができることを表している。また、Facebooknavi

（2011）によると、日本人ユーザーの平均友達数は 108 人（世界のユーザー平

均友達数は 130 人）となっているため 26)、ブランドや企業が発信した情報に対

して、仮に友達であるユーザー全員がいいね！、シェア、コメントといったい

ずれかのエンゲージメントを行うことで、7,280,928 人にリーチすることがで

きるのである 27)28)。加えて、エンゲージメントを見た友達の友達がさらにエン

ゲージメントを行うと、更に情報が伝播していくのである。これらの情報が商

品・サービスの評価における参照点となる場合、情報が eWOM として質的に

変化する。よってブランドや企業は、投稿する情報がいかにユーザーのエンゲー

ジメントを引出し、そしてより広範囲に情報を伝播させ、そして eWOM とし

て参照される機会を増やすことが facebook のプラットフォームとしての戦略

として求められる。これらができるのは情報が拡散しやすいシステムがプラッ

トフォームに張り巡らされているためである。なお、池田ら（2011）は、フェ

イスブックのプラットフォームとしての可能性として、認知・潜在層との関係

づくり。接触頻度の向上。ファン層の可視化。エバンジェリスト（Evangelist：

訳、伝道師）化を指摘している。 

 

3.2 価値共創に向けた商品開発戦略 

Facebook のマーケティング戦略の一つとして、価値共創に向けた商品開発

を挙げることができる。価値共創（Co-Creation）とは企業がユーザーと力を

合わせて価値を生み出すことであり、顧客経験の共創でもあるとしている（プ

ラハード・クリシュナン，2009）。ユーザーと商品開発を行うことで、商品開

発のスピードを速めたり、開発プロセスの可視化よる情報伝播・eWOM からの
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プロモーション効果も期待することができる。共同開発する範囲は新商品のア

イデア、既存商品の拡張方向性、パッケージ、パッケージ・デザイン、使用方

法など多岐に渡る。プラハード・クリシュナン（2009）は、共創を達成する条

件として次の 6 つを指摘している。①臨機応変さの必要性。②品質、コスト、

経験。③協働ネットワーク。④複雑さ。⑤使い勝手。⑥拡張性を指摘している。

また、コトラーら（2010，27 頁）による共創に参加するユーザーの動機調査

によると、自分の価値創造能力を示したい。自分のライフスタイルに合った商

品・サービスを生み出したい。金銭的報酬。就職のチャンスの 4 点を挙げてい

る。ユーザー自身に十分な動機が備わり、商品開発への参加障害が低くなるほ

ど、価値共創への参加が促進されやすくなる。 

 

事例 1：株式会社ファミリーマート 

株式会社ファミリーマート（以下、フ社）は、2011 年 11 月 1 日から 21 日

まで、「フェイスブック 第 2 回みんなで作るおむすび選手権」のタイトルで、

ユーザーからおむすびの新しい具材のアイデアを募集し、商品化をする価値共

創を実施した（図 1）。実施期間中には 1,000 件以上のアイデアが寄せられ、1

次審査で通過した 30 種類が選抜された。その後、30 のアイデアから人気投票

が行われ、第 1 位「なめたけマヨおむすび」。第 2 位「焦がしネギマヨおかか

おむすび」。第 3 位「焼きカレーおむすび」。特別賞「鮭バターおむすび」の 4

つが決定。2012 年 2 月 14 日から 2 種類、28 日から 2 種類を順次、全国のファ

ミリーマート店舗約 8,700 店で発売した（図 2）。フ社はいままでグループイン

タビューや試食会などから顧客の声を収集し、商品開発を行ってきたが、プラッ

トフォームを活用することで全国から幅広い声を収集できたと評価している。 
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図 1：ファミリーマートフェイスブックページ、 

みんなで作るおむすび選手権 2011 年 11 月 19 日投稿内容、

https://www.facebook.com/familymart.japan/info（2014 年 9 月 3 日） 

 

 
図 2：ファミリーマート みんなで作るおむすび選手権  

商品紹介ポスター、2012 年 2 月 7 日プレスリリース 
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事例 2 サッポロビール株式会社 

サッポロビール株式会社（以下、サ社）は、2012 年 8 月 11 日に Facebook

ページに「百人ビール・ラボ」を開設し、ユーザーとの商品開発を実施した（図

3）。2013 年 7 月 19 日から 11 月 7 日まで Facebook ページおよび特設サイト

において、ユーザーによる投票形式による商品開発を行い、のべ 17,000 名が

参加、約 10,000 件の投票から味、ネーミング、ビールの中味特長、キャッチ

コピー、飲んでみたいと感じるビールなどを決定した（図 4）。その結果、商品

名は「百人のキセキ～魅惑の黄金エール～」、ビールの中身特徴は「アルコール

度数 7％」・「上品で華やかなホップ香」・「ハードな苦味」、パッケージは「1 セッ

ト 333ml びん×12 本」、価格は「5,250 円（税込、送料込）」、販売方法は「サッ

ポロビールネットショップ」、発酵タイプは「魅惑の黄金エール」、アルコール

度数は「7％」、香りは「上品で華やかなホップ香」、苦味は「ハード」、キャッ

チコピーは「ソーシャルから生まれたキセキ、黄金の国のエール」となり、2013

年 12月 16日より商品が発売された。サ社のFacebookのプラットフォームは、

告知として活用され、貢献度に応じてポイントが貯まり「百人ビール・マイス

ター」として認定されるといった仕組みにしたことで参加を促進できたとされ

ている。発売パーティーでは、従来のビールは時間が経つとおいしくなくなる

のに、これはうまさが残るといった声が寄せられたとしている（販促会議，

2014）。 
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図 3：サッポロビールフェイスブックページ、百人ビール・ラボ 

https://www.facebook.com/100beer（2014 年 9 月 4 日） 

 

 

図 4：サッポロビールフェイスブックページ、 

百人ビール・ラボ 2013 年 10 月 31 日投稿内容  

https://www.facebook.com/100beer（2014 年 9 月 4 日） 
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フ社とサ社の事例からは、Facebook のプラットフォームは設計された場所

で行われる商品開発と比較すると、以下の 4 点が優れている。①ユーザーが参

加する行動時間を制限しない。②ユーザーが参加する地理的制限を受けない。

③開発プロセスが蓄積・可視化されている。④ユーザーは自らの声や意見に対

する企業のフィードバックを確認できる。①②については、ユーザーの参加障

害をなくし、より多くのユーザーに対して門戸を開いている点が共通であり、

ユーザーの多様性を達成している。③④は商品開発プロセスに参加するすべて

のユーザーが享受できることで、参加する度合いは異なるが、参加者に与えら

れる権利は平等・公平であることが、商品開発をおこなうコミュニティの運営

において重要であることを示している。4 つのポイントを留意しながら、コミュ

ニティを形成・運営することができれば、多様性による価値共創を通した商品

開発を成功させることができる。 

 

3.3 総合的 O2O 戦略 

Facebook のマーケティング戦略の一つとして、販売促進として位置づけら

れている O2O（Online to Offline）を挙げることができる。これは企業がイン

ターネットから情報を発信し、ユーザーを実店舗へ誘導させ、そして購買行動

を促進させるものである。インターネットを中心とした視点から、オンライン

で繋がっているユーザーをオフラインの現実世界へと導くことを意味している。

なかでも も利用されている手法の一つとして、企業によるクーポンの配信が

ある。企業が Facebook 上でクーポンを配信し、ユーザーが店舗で画面を見せ

たり、印刷したものを持参したりするなどで特典を受けることができる。旧来

のマーケティング手法でもクーポンの発行は利用されていたが、Facebook の

プラットフォームにおいては、e クチコミの拡散も期待できる。 

O2O 戦略が利用されている背景として、小売業で注目されている消費者行動

であるショールーミングがある。これは店舗で商品の機能性、デザイン、使用

感などを実際に確認後、店舗では購入せずに自宅からインターネットで購入す

るというものである。消費者は同じ商品で、少しでも安い価格で販売している

店舗を探す動機が働くためである。このような消費者行動は、小売業に対して
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①実店舗のコスト増加。②従業員の満足度低下。③店舗における売上機会の損

失を突きつけている。企業がオムニチャネルといった消費者との総合的な接点

の構築がなされていない場合、顧客をどのチャネルでも拾うことができない。

そのため O2O 戦略は、魅力的な取引条件の提案と同時に、上述した 3 つを是

正することを達成する。 

 

事例 株式会社ローソン 

株式会社ローソン（以下、ロ社）は 2010 年 10 月 26 日に日本のコンビニ業

界初の Facebook ページを開設。イメージキャラクターとして、みんなで作る

ソーシャルメディアのアイドルというコンセプトで開発された、「ローソンク

ルー♪あきこちゃん」を登場させ、主な商品情報、キャンペーン、クーポンな

どを定期的に配信している（図 5）。なお、Facebook 以外の全ての SNS（Twitter、

LINE など）にも統一したキャラクターを登場させ、同様の手法を用いている。

特筆なのはインターネットの親和性の高い若者とつながることに成功し、加え

て実店舗への誘導・利用の促進に成功している点である。具体的には、ロ社は

2012 年 8 月 7 日から 13 日まで、からあげクンの L チキの半額クーポンを

Facebook で配信（図 6）。ユーザーがクーポンを取得すると、当該ユーザーお

よび友達のつながっているタイムラインにも表示されるため、ユーザーの友達

へ e クチコミとしても発信される。その結果、総リーチ数は 785 万人、いいね！

数は 5,651、シェア数は 2,061、コメント数は 441 を記録した。結果、クーポ

ンを約 57 万 7,000 人が取得し、取得者の 14％にあたる約 8 万人が来店・クー

ポンを利用。また、L チキの半額クーポンの利用の際には、当該商品だけでは

なく、他の商品の併売率が 70％にも上り、購入単価の引き上げにも貢献した。 
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図 5：ローソンフェイスブックページ、ローソンクルー♪あきこちゃん 

https://www.facebook.com/lawson.fanpage/timeline（2014 年 9 月 2 日） 
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図 6：ローソンホームページ キャンペーンページ、L チキ半額クーポン画面、 
http://www.lawson.co.jp/campaign/static/fb-coupon/pc/index.html 

（2014 年 9 月 8 日） 
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Facebook のプラットフォームにおけるデジタルのクーポンは、折込チラシ、

ポスティング、資料送付といった紙のクーポンと比較をすると、以下の 5 点が

優れている。①企業のクーポン制作・発送費を抑えることができる。②ユーザー

がクーポンを携帯・持参する負担を軽減する。③ユーザーは店舗内でクーポン

を呼び出すことができる。④企業は効果測定できる。⑤企業はクーポン利用と

情報拡散による二重効果を獲得できる。①クーポンの制作費には、制作・印刷

費が含まれる。また、広範囲で使用をする場合、印刷や発送する費用が、比例

して増加してしまう。しかし、デジタルのクーポンは、制作費はパートナー会

社に委託することで発生してしまうが、自社のページからいいね！をしている

ユーザーへの配信のみであれば、配信する費用はかからない。利用するコスト

面で優れている。②ユーザーは自宅で受け取った紙のクーポンを携帯し、店舗

まで持参しないといけない。ユーザーの携帯忘れ、紛失、店舗での利用忘れと

いった、さまざまな利用損失のリスクが存在する。しかし、デジタルのクーポ

ンは紙と違い、それらのリスクから解放される。③②と関連するが、デジタル

のクーポンは店舗内で端末から情報を呼び出すことができる。そのため、②の

リスクを軽減することができる。④企業は利用者データと、クーポン受取者デー

タを組み合わせることで、費用対効果を測定することができる。紙のクーポン

では、個人情報を書かせることで利用状況を確認できる。しかし、それを販売

データと組み合わせるには、データの入力・確認が発生してしまう。検証する

までに膨大な時間がかかる。分析結果がでるまでの時間軸で評価をした場合、

デジタルのクーポンが優れている。⑤紙のクーポンは、消費者を店舗へ誘導さ

せ、そして利用されることが目的である。それを受け取った消費者が、友達へ

情報を拡散する範囲は限定的である 29)。しかし、Facebook ではタイムライン

といわれるユーザーのアクションが、友達に表示されるというシステムが働く

ため、特定のクーポンを受け取ったという情報が伝播する。謂わば、リアルと

比べて短時間で広範囲に情報が拡散される。デジタルのクーポンによってユー

ザーを実店舗で利用させることを、垂直的な効果であるとするのであれば、ユー

ザーがクーポンを取得したことが、友人のタイムラインに表示されることを、

平行的な効果であるといえ、総合するとクーポンの二重効果を達成できる。本
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稿ではこれを総合的 O2O 戦略とする。5 つのポイントによって、Facebook か

ら配信するクーポンは、従来の紙のクーポンと比較すると、企業にさまざまな

メリットを与え、そして高い効果を達成することができるものである 30)31)。 

 

3.4 ユーザー・アナリティクス戦略 

Facebook のマーケティング戦略の一つとして、ユーザー・アナリティクス

について挙げることができる。ユーザーが SNS に入会する際に求められる氏

名、居住地といった基本情報、趣味や好きな映画・スポーツといったライフス

タイル情報、好意なブランドや企業情報といったブランド選好情報、友達とコ

ミュニケーションする会話情報、友達が発信した情報に対する反応情報、ブラ

ンドや企業が発信したクーポンを取得・利用した行動情報など、ユーザーのプ

ロファイル情報、そして会話、反応、行動を伴った行動情報がログとしてプラッ

トフォームに蓄積されていく。ここに参加しているすべての者にとって貴重な

データである。企業はこれらを分析し、新たな知見を獲得し、次なる戦略へ取

り込むことができれば、競合よりも競争優位を獲得することができる。商品に

対するユーザーの行動情報からは、新商品のアイデアに対するポジティブな反

応、既存商品の拡張方向性、新しいシーズを得ることができる。加えて、これ

らを発信するユーザーの性別、年代、嗜好からロイヤルティーの高いユーザー

群を発見できる 32)。翻って、ネガティブな反応による商品の改善点や問題点も

得ることができる。いわばロイヤルティの低いユーザー群も発見できる。どの

ような属性やプロファイルを持つグループに対して、強み・弱みを持っている

のかを把握することができる。次に、企業のプロモーションに対するユーザー

の反応情報からは、施策に対する成功の可否や eWOM の効果測定として活用

することができる。これらのようにユーザーの購買前の意見、購買中の評価、

そして購買後の反応情報から、購買行動に関する全体を分析することができる。 

 

事例 1 楽天 edy 株式会社 

楽天 edy 株式会社（以下、楽社）は、2014 年 1 月に楽天株式会社の 100％

子会社となっている。歴史をさかのぼると、1999 年 2 月イーエムオペレーショ
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ンズが設立され、電子マネーの実証実験が始まる。2001 年 1 月にビットワレッ

ト株式会社が設立され、2000 年 2 月に Edy!がスタート。当時の発行枚数 1 万

枚、利用可能店舗数 40 店舗、自動販売機 125 台となっている。2004 年には利

用可能店舗数が 1 万店舗、2005 年 12 月には年間利用件数が 1 億件を突破。2010

年 1 月には楽天株式会社と資本提携により、楽天グループへ入る。2012 年 6

月には楽天 Edy へ商号・サービス名を変更し、現在へ至っている。楽社は株式

会社セールスフォース・ドットコムが提供している Radian6 Social Marketing 

Cloud というサービスを利用し、フェイスブックや他の SNS・ブログなどから

ユーザーの声をモニタリングし、商品開発に活用している。この Radian6 とは

ソーシャルメディアのモニタリング、インサイトの発見、エンゲージメントな

どを得意としており、マーケティング分野で活用することができるものである

（図 7）。楽社はユーザーの声を網羅的にモニタリングし、収集した声を社内で

横断的に共有している。開発部のスタッフは、ユーザーと接する機会がないた

め、ユーザーを身近に感じることができると評価している。加えて、新商品の

反応についても、ダイレクトに結果を知ることができるため、改善点をすぐに

把握することができると指摘している。これらのようにユーザーの声を次なる

サービスに活かすという、事業戦略をおこなっている（Salesforce.com, 2014）。 
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図 7：Salesforce.com HP、Radian6 Social Marketing Cloud サービス画面、 
http://www.exacttarget.com/products/social-media-marketing/radian6 

（2014 年 9 月 13 日） 

 

事例 2 ネスレ日本株式会社 

2014 年 2 月、ネスレ日本株式会社（以下、ネ社）はフェイスブックや他の

SM 上に書かれている商品のクチコミ情報をコンピュータで自動収集し、One 

to One 形式によるプロモーションを実施している。ネ社の歴史をさかのぼると、

1913 年ネスレ・アングロ・スイス煉乳会社が、横浜に日本支店を開設。1933

年には藤井煉乳と提携し、藤井乳製品株式会社（その後、淡路煉乳株式会社へ

改称）を設立し、国内の生産体制を構築する。1960 にはネスレ日本株式会社を

発足し、1967 年以降にネスカフェゴールドブレンド、ブライトクリーミングパ

ウダー、ミロ、ネスレブライトを次々に発売。1990 年には大塚製薬と業務提携、

2012 年にはネスカフェアンバサダーを展開し、2013 年に創業 100 周年を迎え

る（図 8）。ネ社はソーシャルメディアにおける自社商品のクチコミ情報を収集

すると、1 日で 大 1 万件にも達する。これらの中からポジティブ・ネガティ
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ブな書き込みの両方に対して、ネ社の担当者が直接メッセージを送るというも

のである。例えば、高校生が SNS 上で「○○を食べてみたい」という情報に

対して、「新商品は手作業で丁寧に仕上がっています。ぜひ、召し上がってくだ

さいね」というメッセージを送信している。また、ネスカフェの容器は開けに

くいという苦情に対しては、「このたびは大変申し訳ありませんでした。商品改

良に役立てますので、詳しく感想を聞かせて頂けませんでしょうか？」という

メッセージを送信している。これらのように企業の担当者による One to One

形式から、特定のユーザーに対するプロモーション活動を展開し、売上拡大を

目指しているものである（日経 MJ, 2014）。 

 

 
図 8：ネスレジャパン フェイスブックページ、基本データ画面 

https://www.facebook.com/Nestle.Japan/info（2014 年 9 月 9 日） 
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楽社とネ社の事例からは、Facebook のプラットフォームにおけるユーザー・

アナリティクスは Social Listing（ソーシャル・リスニング）と比較すると、

以下の 2 点が優れている 33)。①プロファイル情報や行動情報といった多様な

ユーザーのビッグデータを収集できる。②即応的に次なる事業活動やマーケ

ティングへ活用できる。 

① プロファイル情報や行動情報といった多様なユーザーのビッグデータを収

集できるとは、ユーザーの登録情報や行動情報の全てを分析に利用できるこ

とである。しかし、注意しなくてはいけなのは、全てのデータを扱うことは、

時間のムダにつながる恐れがある。いかにプロファイル情報、ブランド・企

業の選好情報、商品の意見・評価・反応情報を結び付け、どのようなグルー

プがロイヤルティを形成しているのか。どのようなグループがプロモーショ

ンに高い反応が表れているのかなど目的別に独立変数を組み替えながら、ア

ナリティクスを進めることが重要である。同様な調査手法であるソーシャ

ル・リスニングでは、表出した意見をそれぞれ収集し、ユーザーの属性と組

み合わせることができる。ここまでの分析手法は同じである。しかし、調査

に参加したユーザーが明らかにしていないプロファイル情報やブランド・企

業の選好情報などが欠如しているため、採用できる独立変数が限られてくる。

そのためソーシャル・リスニングの分析結果の精度は、ユーザー・アナリティ

クスのものと比べて劣る。ユーザー・アナリティクスは、ユーザーの属性情

報に加えて、選好や購買に関わる情報も幅広く利用できるため、高次元な分

析を行うことで、精度の高い結果を得ることができるものである。 

② 即応的に次なる事業活動やマーケティングへ活用できるとは、分析結果を

経営に結び付けることができることを表している。トーマス・ダベンポート

氏によると、現在はアナリティクス 3.0 の時代であると指摘している。アナ

リティクス 1.0 は、データは管理業務として利用してきた時代。2.0 は 2000

年以降の従来のタイプと異なるデータの増加、および大量データを効率的に

処理する仕組みが生まれた時代。3.0 は従来のデータとビッグデータを融合

して、経営に活用する時代としている（日経産業新聞, 2014a）。まさに現在

のプラットフォームには多様なデータが行き交い、蓄積されている。これら
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を効率的にかつ迅速に処理し、新しい知見を発見し社内で共有することがで

きれば、事業戦略やマーケティングなど幅広い部門で利用することができる。 

 

4. まとめ、課題・今後の展望 

4.1 まとめ 

SNS マーケティングとして、Facebook であるプラットフォームで展開され

ている 3 つの戦略を考察し、個々の事例を通して特徴や優位性について述べて

きた。本稿では個々のマーケティングによるシングル戦略を提唱するのではな

く、2 つ以上のマーケティングを同時に採用するマルチ戦略を提唱する（表 1）。

企業が価値共創に向けた商品開発戦略、総合的 O2O 戦略、ユーザー・アナリ

ティクス戦略といった、企業と消費者の購買前、購買中、購買後から捉えるこ

とで、プラットフォームが有する機能性を 大限活用していることを表してい

る。言い換えれば、個々の事例はプラットフォームが提供している全ての機能

性、そしてそこから得られる便益性は限定的である。SNS マーケティングには

専属のヒト、モノ、カネ、情報を配置し、仮にシングル戦略を採用し目標を達

成したとしても、得られた結果は不十分であり、パフォーマンスを獲得したヒ

トに対する評価が 適に行われない可能性がでてきてしまい、企業にとっては

適な ROI（Return On Investment：訳、投資利益率）を達成することがで

きない。SNS のプラットフォームは、機能の特徴やその範囲が、マーケティン

グで利用する企業にとっての活動の範囲となる。SNS マーケティングはプラッ

トフォームの機能性や範囲に依存するのである。ユーザーとのコンタクトポイ

ントを見極め、①どのような目標を設定し、そしてそこからどのようなものが

企業に利益をもたらすか。②どのようなマルチ戦略が選択可能か。③ヒト・モ

ノ・カネ・情報による ROI の 大化といった 3 つを目指すことが重要であり、

これらを満たすことができれば SNS マーケティングは企業により高い実績を

もたらすのである。 
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表 1：Facebook を利用した SNS マーケティング戦略 

企業とユーザーの 

コンタクトポイント

マーケティング 

戦略 
効果 

購買前 
価値共創に向けた

商品開発 

ユーザーの多様化を獲得し、価値共創にむ

けた商品開発が可能 

購買 総合的 O2O 
二重効果（垂直効果：来店促進、水平効果：

eWOM）を獲得 

購買後 
ユーザー・ 

アナリティクス 

豊富なユーザー情報利用による、高精度の

分析結果を獲得 

※SNS のプラットフォーム利用価値 大化を図るため、2 つ以上の戦略を採用するマル

チ戦略が重要である。 

 

4.2 課題・今後の展望 

課題点と今後の展望について、以下に列挙する。 

課題点①として、2.6 にも述べているが、企業側のユーザー情報の取得であ

る。現在、Facebook のプラットフォームでは、ユーザー自身がプライバシー

の範囲を、公開、友達、知り合い以外の友達、自分のみ、カスタムの 5 段階で

設定できる。また、カスタムには、友達の友達、友達、特定の人またはリスト、

自分のみ、およびシェアしない相手の入力の 5 つを選択できる。ここで仮にユー

ザーが公開を設定していると、企業側が当該ユーザーのプロフィール、タイム

ラインに投稿している情報、アルバムなどを閲覧することができる。既に記述

しているが、ユーザーが企業に閲覧されることを想定しておらず、企業の分析

対象として利用されることも想定していない。このような状況において、どこ

まで企業がユーザーの情報を扱うかについては、企業担当者の倫理感が求めら

れてくる。企業はユーザーの利用情報のポリシーを設定し、分析に利用するこ

とが求められる。その際、ユーザーからの問い合わせが生じた場合、真摯に対

応することが併せて求められる。 

課題点②として、SNS は今後も進化し続けるため、企業が取り得る SNS マー

ケティング戦略が変化することである。本稿は 2014 年 9 月時点における

Facebook のプラットフォームで展開できるマーケティング戦略について考察
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している。現在、SNS のプラットフォームは日々進化している。それはインター

ネット上のサービスという特性から、ユーザーは昨日よりも今日、今日よりも

明日といった新しいものを求めるためである。機能やサービスが現状のままで

あるとサービスは陳腐化し、ユーザーの離脱を招いてしまう。近年ではサービ

ス提供事業者は、プラットフォームに新しい機能性を加えるために、企業買収

や他企業との提携が相次いで行なわれている。これらが行われない場合、現ユー

ザーの離脱、それを凌駕した提案をするプラットフォームが新たに登場したり

するためである。本稿のマーケティング戦略の限界は、Facebook のプラット

フォームの進化に準拠するものである。 

今後の展望として、ユーザーが発信している情報を形式知と捉え、企業がそ

れに対して戦略的なナレッジ・マネジメントを実施する点がある。ユーザーの

モニタリングや知恵をいかに集めて、よりよいものにまとめあげていくかとい

うナレッジチェーンマネジメント（Knowledge Chain Management）が今後重

要性を増してくる（Potter and Boy, 2007, p. 223）。企業はさまざまなビッグデー

タを扱っている。これらに対してマイニングを施し、売上に結びつくようなモ

デルやインプリケーションを発見することが求められるが、これをナレッジ

チェーンマネジメントとして、探索的な手法ではなく、戦略的に結果を導出す

ることが必要である。倫理的な問題がクリアとなっている取得可能な情報に対

して、リサーチャーによるデータ検証・導出、部門間における情報共有・デー

タの利用、業務へのフィードバック・新たな活動への反映、諸データのモニタ

リングといった一連のナレッジチェーンマネジメントを、戦略的にかつ定期的

に実施をすることで、SNS のプラットフォームが有するリアルタイムである鮮

度のある情報を、充分に事業活動に反映できるという点において、その価値は

高いと考えられる。結果的なビッグデータを集計・分析するのでは、分析結果

を次の商品化へ進めるまでには膨大な時間がかかり、ユーザーの声を反映した

ものであっても、既にその時のユーザーの嗜好は変化している恐れがある。こ

れを是正するためには、リアルタイムな情報を戦略的に収集・分析し、この短

縮した時間を事業活動に反映することで、少しでもユーザーの嗜好が大きく変

化するまでのタイミングで、次なる新たな事業活動を成功させることができる。 
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注釈 

 NTT データ経営研究所（2011）8-23 頁参照。現在の通信キャリア各社が使用し

ている 4G とは、サービス名としての利用であり、高速無線通信としては 3.9 世

代に該当する（2014 年 9 月現在）。 
 2013 年 OS 別のスマートフォン販売シェアは、サムスン 31％、アップル 15％、

Huawei4.8％、LG 電子 4.8％、レノボ 4.5％、その他 39.3％の順となった。OS
別のタブレットで販売シェアは、Android61.9％、iOS36％、マイクロソフト 2.1％、

その他 0.1％となっている。 
 アメリカ、イギリス、ドイツ、中国、韓国における時計型ウェアラブルデバイス

の希望機能調査によると、5 か国共通で も高い結果になったのは活動記録で

あった。2 番目に高い結果になったのは、欧米が時間機能、アジアが電話機能と

なった（Smith, 2014）。 
 他の機器への適用事例として、自宅外からスマートフォンのアプリケーションを

使用して、自宅のエアコン・照明の電源を切り替えることができる（日経産業新

聞，2014b）。適用できる家電はスマート家電、家電やウェアラブルなどを総称し

て LOT（Internet Of Things）とも呼ばれ、スマートフォンからの利用が今後増

えていくと予想できる。 
 Web2.0 の語源は、2004 年米国オライリー・メディア社のデール・ドゥラティ氏

が Media Live 社と共同で開催する会議に向けて、ブレインストーミングからで

てきたワードであるが、2005 年ティム・オライリー氏が「What is Web 2.0」を

発表したことにより、社会的な認知がなされたとされている。 
 米国では UGC（User Generated Contents）と呼ばれる。ユーザーがコンテンツ

を制作することは CGC（Consumer Generated Content：訳、ユーザー生成コン

テンツ）という。 
 AMA（2014）CGM の dictionary の訳。原文は以下の通り。Refers to posts made 

by consumers to support or oppose products, web sites, or companies, which 
are very powerful when it comes to company image. It can reach a large 
audience and, therefore, may change your business overnight. 

 インターネットメディア上でユーザーが既知である家族や友人と行うものは、e
クチコミではなく、クチコミとして分類している。 

 Google社の Brad Fitzpatrick（2007）によると、ソーシャルグラフは Public nodes, 
Private nodes, Public edges, and Private edges から構成されているとしている。

このノードとエッジとは、前者が個人・組織のユーザー、後者をつながりである

関係性としている。 
 その後、MySpace は Facebook が登場し、人気を奪われ衰退した。 
 Orkut は 2014 年 9 月サービスを停止。 
 2014 年 7 月時点で、GREE と mixi は MAU（Monthly Active Users：訳、月間

ユニークユーザー）数を公表していない。そのため前者は決算資料より全サービ

スの登録者数。また、後者は 2012 年 6 月を 後に公表した MAU 数を記載して

いる。 
 Twitter、Facebook の世界 MAU 数は IR 資料より引用。なお、日本国内の MAU
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数値は、ソーシャルメディアマーケティングラボ調査データ（2014）より引用。 
 同類語として、RAM（Radical Access Member：訳、情報の発信者）がある。 
 プロシューマーが制作するものを、PGM（Prosumer Generated Media）という。 
 インバウンドマーケティングはユーザーによる能動的な行動促進を主眼とし、そ

の手段としてコンテンツマーケティングやサーチエンジンマーケティングが存在

している。 
 日本では IMC2.0 といったワードが登場しているが、明確な定義は示されていな

い。アメリカの文献には同様の単語はなく、Web2.0 における IMC とあるため、

こちらを表記した。 
 Kaixin（中国語名：开心网）は、中国北京開心信息技術有限公司が運営している、

中国国内大手第 2 位の SNS サービス。デザインや内容は Facebook に酷似してい

る。なお、URL は http://www.kaixin001.com/（2014 年 9 月現在）。 
 同類語としてインフルエンサー、オピニオンリーダーがある。 
 近年では eWOM 情報を収集し、商品・サービス開発、既存商品・サービスの拡

張性方向性、ユーザーの声や考え方などを発見するビッグデータのマイニングが

行われてきている。GMO（2011）はユーザーに耳を傾けるリスニング、質問を

するアスキングをすることによって、企業はユーザー理解が促進するとしている。 
 ユーザーが集まるコミュニティをミクロ的視点で取り上げている。一方、プラッ

トフォームをコミュニティとしたマクロ的視点の研究については、次節 2.5 で取

り上げている。 
 Spears and Lea（1992）の SIDE（Social Identity model of DE individuation）

を基礎としている。これはコミュニケーション相手が匿名であっても、仲間意識

が強められる情報によって、協調性が生まれるというものである。 
 類似語として、コメントスクラムがある。ブログやコミュニティにおいて、他の

ユーザーからの投稿が集中することを表している。 
 Facebook ではプライバシーレベルを公開としている場合、他のユーザーが情報を

閲覧できる。 
 ウェブスクレイピングがあり、専用ソフトを使用するとページにある特定の情報

を抽出、データベースへ保存、情報の比較・分析をする技術がある。 
 登録しているブランドや企業の平均いいね！数は 62 となっている。 
 エンゲージメントの定義はいくつか提起されているが、本稿ではユーザーのブラ

ンドや企業の投稿に対する行動的反応効果として捉えている。 
 シャーリーン・リー（2011）はエンゲージメントを 5 つの階層に区分し、 下部

を閲覧する、下から 2 番目を共有する、真ん中をコメントする、上から 2 番目を

制作する、 上位を主催するとしている。 
 リアルなクチコミによる情報拡散よりも、プラットフォーム上での方が優れてい

ることは繰り返し述べている。 
 ユーザーがフェイスブックに登録している友達に贈ることができる e ギフト、店

舗に入りチェックイン機能を使用することによるデジタルクーポン受取りなどの

事例も実践されている。企業はこれらも販売促進の一つとして捉え、利用してい

る企業が増えてきている。 
 経済産業省（2013）は、O2O はユーザーの認知・興味に対して一定の効果、およ

び購買に強く影響を与えているとの調査結果を示している。 
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 インターネット・マーケティングの関連語としてペルソナがある。従来のセグメ

ントに価値観やライフスタイルといった定性的なものを加味し、特定の顧客モデ

ルを構築することを表す。それを対象とした商品開発・プロモーションを行うこ

とを、ペルソナ・マーケティングという。 
 関連語として MROC（Marketing Research Online Community）調査がある。

インターネット上で調査専用のコミュニティを開設・調査するものである。本稿

のユーザー・アナリティクスは、オンラインにおける SM の中の一サービスであ

る Facebook という狭義な領域で展開される調査の便益性を述べているものであ

る。 
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